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○ 大学の概要

(1) 現況 

① 大学名

国立大学法人 東京工業大学

② 所在地

本部   東京都目黒区大岡山 

大岡山キャンパス 東京都目黒区大岡山 

すずかけ台キャンパス 神奈川県横浜市緑区長津田町 

田町キャンパス 東京都港区芝浦 

③ 役員の状況

学長 三島良直 （平成 24 年 10 月１日～平成 28 年３月 31 日）

学長 伊賀健一 （平成 19年 10 月 24 日～平成 24 年９月 30 日）

理事 ４名，監事 ２名

④ 学部等の構成

学 部：理学部，工学部，生命理工学部

大学院：大学院理工学研究科，大学院生命理工学研究科，

大学院総合理工学研究科，大学院情報理工学研究科， 

大学院社会理工学研究科，大学院イノベーションマネジメント研究科 

附置研究所：資源化学研究所※，精密工学研究所，応用セラミックス研究所※， 

原子炉工学研究所 

 附属学校：附属科学技術高等学校 

その他：統合研究院，グローバルエッジ研究院，プロダクティブリーダー養成機 

構，博物館，グローバルリーダー教育院，環境エネルギー協創教育院，

情報生命博士教育院，グローバル原子力安全・セキュリティ・エージェ

ント教育院，地球生命研究所，４研究施設，９学内共同研究教育施設（学

術国際情報センター※含む），33 共通施設，技術部，保健管理センター 

（※は，共同利用・共同研究拠点又は教育関係共同拠点に認定された施

設を示す。） 

⑤ 学生数及び教職員数（平成 24 年５月１日現在）

(  )は留学生で内数 <  >は附属学校教職員で外数 

学 生 数 学 部 4,803 (187)
大学院
修士課程 3,459 (371)
博士後期課程 1,553 (531)
専門職学位課程 88 (4)

合 計  9,903 (1,093)

教職員数 教 員 1,090  <44>
職 員 565  <15>

合 計 1,655  <59>

(2) 大学の基本的な目標等 

人類社会がかつてない困難な課題に直面している 21 世紀にあって，大学には知の
拠点として多大の期待が寄せられ，その果たすべき使命は極めて大きい。 
 東京工業大学（以下，「本学」という）は，約 130 年に亘って我が国の発展の原動
力である「ものつくり」を支える理工系人材を輩出するとともに，工業技術先進国
としての我が国に資する卓越した研究成果を創出してきた。 
本学はこうした伝統と独自性を重視しつつ，「世界最高の理工系総合大学の実現」を
長期目標に掲げてきている。 
  本学では，平成 24 年 10 月１日に学長が交代し，それ以降，学長のリーダーシッ
プの強化を図る体制を確立した。また，本学の改革に対する学長の強い思いを全学
の教職員に伝えるとともに，「世界トップ 10 に入るリサーチユニバーシティ」を目
指すこととした。その上で，平成24年度には本学の教育改革の方向性を明確に示し，
具体的な検討を進めている。 
この基本方針の下，全学が心を一つにして本学の持つ教育研究力を高め，社会に

貢献しうる分野を重点的に強化するとともに新しい価値の創造に挑戦し，社会と世
界から信頼される大学を目指す。 

以下に，主な事項ごとの基本的な目標を掲げる。 
【教 育】 
 自主性と多様性を重んじ，広い視野と確かな専門学力，創造性，国際性を育む教
育を行うことを通じて，社会のリーダーとして活躍できる理工系人材を育成する。 
【研 究】 
 長期的な観点に立った基礎的・基盤的研究に基づく多彩で独創的な研究成果と新
たな価値の創出，強い社会的要請のある課題解決型研究の推進を通じて，世界的教
育研究拠点を形成する。 
【社会連携・社会貢献】 
 本学の知的資源を体系的に発信するとともに，地域，産業界をはじめ国内外との
多様な連携により，科学技術を通じて社会と世界の発展に貢献する。 
【国 際 化】 
 世界の理工系トップ大学・研究機関との連携を強化し，優秀な研究者・学生との
交流を通じて，教育研究の高度化・国際化を推進する。 
【業務運営】 

 学長の強いリーダーシップの下，組織としての活力を最大限に発揮すべく，組織

の編成，財政基盤の強化，諸活動の点検・評価・改善，キャンパス整備などを機動

的・戦略的に展開する。 

役員を
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役 員 会 

（平成23年度） 

学 長 
監 事 

教育研究評議会 

部 局 長 等会 議 

学 長 選 考会 議 

経 営 協 議 会 

内 部 監 査 室 

コンプライアンス室 

副
学
長
 

理
事
・
 

副
学
長
 

理
事
・
 

副
学
長
 

理
事
・
 (教育・

国際) 
(研究) (渉外・

情報) 

企
画
調
整
会
議

企 画 室 

評 価 室 

教 育 推 進 室 

国 際 室 

産 学 連 携 推 進 本 部 

総 合 安 全 管 理 セ ン タ ー 

財 務 管 理 室 

情 報 基 盤 統 括 室 

広 報 セ ン タ ー 

社 会 連 携 セ ン タ ー 

入 試 室 

男女共同参画推進センター 

事

務

局

総 務 部 

総 務 課 

人 事 課 

評 価 ・ 広報 課 

事務情報企画課 

1 3 0 年 事 業 事 務 室 

すずかけ台地区事務部 

理 工 学 研 究 科 

理工学研究科（理学系） 

理工学研究科（工学系） 

大
学
院

生 命 理 工 学 研 究 科 

総 合 理 工 学 研 究 科 

情 報 理 工 学 研 究 科 

社 会 理 工 学 研 究 科 

ｲ ﾉ ﾍ ﾞ ｰ ｼ ｮ ﾝ ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ研究科 

理 学 部 

工 学 部 

生 命 理 工 学 部 

資 源 化 学 研 究 所 

精 密 工 学 研 究 所 

学
部

附 属 資 源 循 環 研 究 施 設 

附属ﾌｫﾄﾆｸｽ集積システム研究センター 

附 属 セ キ ュ ア デ バ イ ス 研 究 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

附 属 セ キ ュ ア マ テ リ ア ル 研 究 セ ン タ ー 応用セラミックス研究所 

原 子 炉 工 学 研 究 所 

プロダクティブリーダー養成機構 

博 物 館 

附 属 図 書 館 す ず か け 台 分 館 

保 健 管 理 セ ン タ ー す ず か け 台 分 室 

教 育 工 学 開 発 セ ン タ ー 

学 術 国 際 情 報 セ ン タ ー 

教育環境創造研究センター 

火 山 流 体 研 究 セ ン タ ー 

留 学 生 セ ン タ ー 

量子ナノエレクトロニクス研究センター 

草 津 白 根 火 山 観 測 所 

外国語研究教育センター 

理 財 工 学 研 究 セ ン タ ー 

国 際 交 流 会 館 

地 球 史 資 料 館 

建 築 物 理 研 究 セ ン タ ー 

創 造 研 究 棟 

国際高分子基礎研究センター 

東京工業大学キャンバス・イノベーションセンター 

都 市 地 震 工 学 セ ン タ ー 

ｲﾝｽﾃ ｨﾃｭ ｰｼ ｮﾅﾙ技術経営学研究ｾﾝﾀｰ 

ものつくり教育研究支援センター 

設 計 工 学 技 術 セ ン タ ー 

精 密 工 作 技 術 セ ン タ ー 

ナ ノ 支 援 セ ン タ ー 

半導体・ＭＥＭＳプロセス技術センター 

情 報 基 盤 支 援 セ ン タ ー 

基 盤 技 術 支 援 セ ン タ ー 

大 岡 山 分 析 支 援 セ ン タ ー 

す ず か け 台 分 析 支 援 セ ン タ ー 

バ イ オ 技 術 セ ン タ ー 

共 通 教 育 支 援 セ ン タ ー 

附 属 科 学 技 術 高 等 学 校 

附
置
研
究
所

学
内
共
同
研
究
教
育
施
設

共
通
施
設

技
術
部

地 球 史 研 究 セ ン タ ー 

革新的原子力研究センター 

ｽｰﾊﾟｰﾒｶﾉｼｽﾃﾑ創造開発ｾﾝﾀｰ 

学 生 支 援 セ ン タ ー 

世 界 文 明 セ ン タ ー 

太陽光発電システム研究センター 

情 報 系 教 育 研 究 機 構 

ｱｼﾞｱ･ｱﾌﾘｶ生物多様性･ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 

主 計 課 

経 理 課 

契 約 課 

国 際 連 携 課 

留 学 生 交流 課 

国 際 事 業 課 

教 務 課 

学 生 支 援 課 

入 試 課 

研 究 企 画 課 

研究資金管理課 

産 学 連 携 課 

情 報 図 書館 課 

情 報 基 盤 課 

施設総合企画課 

施設安全企画課 

施 設 整 備 課 

総 務 課 

会 計 課 

学 務 課 

大 岡 山 第 一 事 務 区 

大 岡 山 第 二 事 務 区 

財 務 部 

国 際 部 

学 務 部 

研 究 推 進 部 

施 設 運 営 部 

研 究 戦 略 室 

特
定
業
務
企
画
組
織

企

画

立

案

組

織

省 エ ネ ル ギ ー 推 進 室 

計 算 世界 観研 究セ ン タ ー 

環 境 エ ネ ル ギ ー 機 構 

社 会 人 教 育 院 参

事

東 工 大 蔵 前 会 館 

大学マネジメントセンター 

総合プロジェクト支援センター 

量 子 ナ ノ 物 理 学 研 究 セ ン タ ー 

バ イ オ フ ロ ン テ ィ ア セ ン タ ー 

ｴｰｼﾞｪﾝﾄﾍﾞｰｽ社会ｼｽﾃﾑ科学研究ｾﾝﾀｰ 

分 子 理 工 学 セ ン タ ー 

先 進 教 育 研 究 機 構 

像 情 報 工 学 研 究 所 

フ ロ ン テ ィ ア 研 究 機 構 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 研 究 機 構 

研
究
施
設

附 属 原 子 力 国 際 共 同 研 究 セ ン タ ー 

グローバルエッジ研究院 

浸 透 圧 発 電 研 究 セ ン タ ー 

炭素循環エネルギー研究センター 

（
人
権)

副
学
長

ライフ・エンジニアリング機構 

極低温物性研究センター 創立 13 0周年事業統括本部 

放 射 線 総 合 セ ン タ ー 

リベラルアーツセンター 

地球データベースセンター 

異種機能集積研究センター 

グローバルリーダー教育院 

統 合 研 究 院 

大 学 情 報 活 用 セ ン タ ー 

バイオ研究基盤支援総合センター 

アドミッションセンター 

ﾘｰﾃｨﾝｸﾞ大学院支援

田 町 地 区 事 務 区 

環境エネルギー協創教育院 

情 報 生 命 博 士 教 育 院 

ｸ ﾞ ﾛ ｰ ﾊ ﾞ ﾙ原子力安全･ ｾ ｷ ｭ ﾘ ﾃ ｨ ･ ｴ ｰ ｼ ﾞ ｪ ﾝ ﾄ教育院 

研

究

院

等

先 進 ナ ノ マ テ リ ア ル 研 究 セ ン タ ー 

集 積 光 電 子 工 学 研 究 セ ン タ ー 

ア ー カ イ ブ 推 進 機 構 

事 務 支 援 セ ン タ ー 管 理 課 

(3) 大学の機構図
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役  員  会 

（平成24年度） 

学   長  
監   事 

教育研究評議会 

部 局 長 等会 議 

学 長 選 考会 議 

経 営 協 議 会 

学 長 補 佐 室 

学長アドバイザリーボード 

副
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理
事
・
 

副
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長
 

理
事
・
 

副
学
長
 

理
事
・
 (教育・

国際) 
(研究) (財務・

広報) 

企
画
調
整
会
議
 

企 画 室 

評 価 室 

教 育 推 進 室 

国 際 室 

産 学 連 携 推 進 本 部 

総 合 安 全 管 理 セ ン タ ー 

財 務 管 理 室 

情 報 基 盤 統 括 室 

広 報 セ ン タ ー 

社 会 連 携 セ ン タ ー 

入 試 室 

男女共同参画推進センター 

事

務

局
 

総 務 部 

総 務 課 

人 事 課 

評 価 ・ 広報 課 

事務情報企画課 

1 3 0 年 事 業 事 務 室 

すずかけ台地区事務

理 工 学 研 究 科 

大
学
院
 

生 命 理 工 学 研 究 科 

総 合 理 工 学 研 究 科 

情 報 理 工 学 研 究 科 

社 会 理 工 学 研 究 科 

ｲ ﾉ ﾍ ﾞ ｰ ｼ ｮ ﾝ ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ研究科 

理 学 部 

工 学 部 

生 命 理 工 学 部 

資 源 化 学 研 究 所 

精 密 工 学 研 究 所 

学
部
 

附 属 資 源 循 環 研 究 施 設 

附属ﾌｫﾄﾆｸｽ集積システム研究センター 

附 属 セ キ ュ ア デ バ イ ス 研 究 ｾ ﾝ ﾀ ｰ 

附 属 セ キ ュ ア マ テ リ ア ル 研 究 セ ン タ ー 応用セラミックス研究所 

原 子 炉 工 学 研 究 所 

附 属 図 書 館 す ず か け 台 分 館 

保 健 管 理 セ ン タ ー す ず か け 台 分 室 

教 育 工 学 開 発 セ ン タ ー 

学 術 国 際 情 報 セ ン タ ー 

教育環境創造研究センター 

火 山 流 体 研 究 セ ン タ ー 

留 学 生 セ ン タ ー 

量子ナノエレクトロニクス研究センター 

草 津 白 根 火 山 観 測 所 

外国語研究教育センター 

理 財 工 学 研 究 セ ン タ ー 

国 際 交 流 会 館 

地 球 史 資 料 館 

建 築 物 理 研 究 セ ン タ ー 

創 造 研 究 棟 

国際高分子基礎研究センター 

キ ャ ン バ ス ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン セ ン タ ー 

都 市 地 震 工 学 セ ン タ ー 

ｲﾝｽﾃ ｨﾃｭ ｰｼ ｮﾅﾙ技術経営学研究ｾﾝﾀｰ 

ものつくり教育研究支援センター 

附 属 科 学 技 術 高 等 学 校 

附
置
研
究
所
 

学
内
共
同
研
究
教
育
施
設
 

共
通
施
設
 

地 球 史 研 究 セ ン タ ー 

革新的原子力研究センター 

ｽｰﾊﾟｰﾒｶﾉｼｽﾃﾑ創造開発ｾﾝﾀｰ 

学 生 支 援 セ ン タ ー 

世 界 文 明 セ ン タ ー 

太陽光発電システム研究センター 

情 報 系 教 育 研 究 機 構 

主 計 課 

経 理 課 

契 約 課 

国 際 連 携 課 

留 学 生 交流 課 

国 際 事 業 課 

教 務 課 

学 生 支 援 課 

入 試 課 

研 究 企 画 課 

研究資金管理課 

産 学 連 携 課 

情 報 図 書館 課 

情 報 基 盤 課 

施設総合企画課 

施設安全企画課 

施 設 整 備 課 

総 務 課 

会 計 課 

学 務 課 

大 岡 山 第 一 事 務 区 

大 岡 山 第 二 事 務 区 

財 務 部 

国 際 部 

学 務 部 

研 究 推 進 部 

施 設 運 営 部 

研 究 戦 略 室 

特
定
業
務
企
画
組
織
 

企

画

立

案

組

織
 

省 エ ネ ル ギ ー 推 進 室 

計 算 世界 観研 究セ ン タ ー 

環 境 エ ネ ル ギ ー 機 構 

社 会 人 教 育 院 

東 工 大 蔵 前 会 館 

大学マネジメントセンター 

総合プロジェクト支援センター 

量 子 ナ ノ 物 理 学 研 究 セ ン タ ー 

バ イ オ フ ロ ン テ ィ ア セ ン タ ー 

ｴｰｼﾞｪﾝﾄﾍﾞｰｽ社会ｼｽﾃﾑ科学研究ｾﾝﾀｰ 

分 子 理 工 学 セ ン タ ー 

先 進 教 育 研 究 機 構 

像 情 報 工 学 研 究 所 

フ ロ ン テ ィ ア 研 究 機 構 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 研 究 機 構 

研
究
施
設
 

附 属 原 子 力 国 際 共 同 研 究 セ ン タ ー 

浸 透 圧 発 電 研 究 セ ン タ ー 

炭素循環エネルギー研究センター 

（
人
権)

 

副
学
長
 

ライフ・エンジニアリング機構 

極低温物性研究センター 

創立 13 0周年事業統括本部 

放 射 線 総 合 セ ン タ ー 

リベラルアーツセンター 

地球データベースセンター 

異種機能集積研究センター 

大 学 情 報 活 用 セ ン タ ー 

バイオ研究基盤支援総合センター 

アドミッションセンター 

副
学
長
 

副
学
長
 

監 査 事 務 室 

ﾘｰﾃｨﾝｸﾞ大学院支援

田 町 地 区 事 務 区 

元 素 戦 略 研 究 セ ン タ ー 

（
総
務)

 

副
学
長
 

（
特
命)

 

副
学
長
 

プロダクティブリーダー養成機構 

博 物 館 

グローバルエッジ研究院 

グローバルリーダー教育院 

統 合 研 究 院 

環境エネルギー協創教育院 

情 報 生 命 博 士 教 育 院 

ｸ ﾞ ﾛ ｰ ﾊ ﾞ ﾙ原子力安全･ ｾ ｷ ｭ ﾘ ﾃ ｨ ･ ｴ ｰ ｼ ﾞ ｪ ﾝ ﾄ教育院 

研

究

院

等
 

設 計 工 学 技 術 セ ン タ ー 

精 密 工 作 技 術 セ ン タ ー 

ナ ノ 支 援 セ ン タ ー 

半導体ＭＥＭＳプロセス技術センター 

情 報 基 盤 支 援 セ ン タ ー 

基 盤 技 術 支 援 セ ン タ ー 

大 岡 山 分 析 支 援 セ ン タ ー 

す ず か け 台 分 析 支 援 セ ン タ ー 

バ イ オ 技 術 セ ン タ ー 

共 通 教 育 支 援 セ ン タ ー 

技
術
部
 

参

事 

内 部 監 査 室 

コンプライアンス室 

危 機 管 理 室 

地 球 生 命 研 究 所 

理工学研究科（理学系） 

理工学研究科（工学系） 

（
安
全
・
コ
ン
プ
 

 
ラ
イ
ア
ン
ス)

 

（
教
育
運
営)
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○ 全体的な状況 

本学は，長期目標として「世界最高の理工系総合大学の実現」を掲げ，大きく変

化する世界に対応できる教育と研究を推進している。 

平成 24 年 10 月に新学長が就任し，学長による強いリーダーシップの下，教育改

革の推進，ガバナンス及びコンプライアンスの強化を図った。 

東京工業大学の使命として， 

・世界に雄飛する気概と人間力を備え，科学技術を俯瞰できる，優れた理工人材を

輩出する 

・人間社会の持続可能な発展を先導する革新的科学技術の創出と，体系化によって

社会に貢献する 

の２つのミッションを掲げ，「世界最高の理工系総合大学：2030 年までに世界トップ

10 に入るリサーチユニバーシティ」を目指し，必要な改革を進めている。 

 

Ⅰ．教育研究等の質の向上の状況 

 １．教育改革の推進 

（１）基本方針 

新体制の発足に伴い，教育改革を進めることが本学の最も重要な課題と位置付け，

学長が機動的に進める改革に係るスピーディな検討に資するため，新たに学長補佐

室を設置し，世界を舞台に様々な科学技術分野でリーダーを輩出する大学となるた

め，本学の教育をさらに改善し，教育密度を高め世界トップレベルの教育の質とす

るための方策について，学長主導の下，精力的に取り組んでいる。 

学長は，こうした学長補佐室の検討状況も取り入れつつ，広く教職員と対話を行

いながらさらに検討を重ね，基本的な考え方を取りまとめ，部局長等会議及び各部

局の教授会等において，直接構成員に対し，説明を行った。 

現在，この基本的な考え方により，教育課程の再構築，教育の質の向上に向けた

改革等，東工大教育ポリシーの実現に向け，構成員一丸となって取り組んでいる。 

 

（２）大学院 

 ①博士課程教育の充実（リーディング大学院の設置） 

・修士・博士一貫の学位プログラムにより，卓越した専門性，広範な知識，豊かな

教養，国際性，リーダーシップ等を備えた博士人材を養成し，世界を牽引するリ

ーダーを輩出することを目的に，平成23年度に開設した「グローバルリーダー教

育院」に加え，平成24年度には，新たに産学官にわたる社会の要請に応え，平成

23年度に博士課程教育リーディングプログラムに採択された「環境エネルギー協

創教育院」，「情報生命博士教育院」，「グローバル原子力安全・セキュリティ・エ

ージェント教育院」の３つの教育院を設置した。なお，既設の「グローバルリー

ダー教育院」は，平成24年度に同プログラムに採択された。 

・平成 25 年３月に，東京コンファレンスセンター有明において，「博士課程教育リ

ーディングプログラムフォーラム 2012」を主催した。これは，リーディングプロ

グラムに採択された全国 44 学位プログラムの関係者が一堂に会し，人材養成目的

や教育の特色と成果を広く社会に紹介するとともに，プログラム同士が互いの好

事例を共有し，教育内容を高めていくことに繋げることを目的としたもので，約

600 名が参加した。 

 

 ②イノベーション人材養成機構の設置 

 これまで部局ごとに行っていたキャリア教育を，学長のリーダーシップを強化す

るために全学を挙げた組織的な取組として位置付け，学生のアウトカム像に合致し

たキャリア能力養成やキャリア意識涵養，キャリア獲得へのマッチング等の実施，

学内外との連携を図ることにした。これにより，国際的な幅広い視野を持ち，かつ，

社会のニーズを踏まえた発想ができる人材の輩出を目的とする「イノベーション人

材養成機構」を平成25年４月に設置することを決定した。また，本機構に各研究科・

専攻による既存の専門教育を繋ぎ，学生のキャリア形成の目的に沿った教育・支援

を行うことを目的とし，教育院を設置することとした。 

 

（３）学部 

 ①「グローバル理工人」育成に係る基礎力強化のための学士課程の取組 

平成24年度に採択されたグローバル人材育成推進事業を積極的に推進するために，

グローバル理工人育成コースを設置した。コースには「国際意識醸成」，「英語力・

コミュニケーション力強化」，「科学技術を用いた国際協力実践」，「実践型海外

派遣」の４つのプログラムを開設した。学生は，学科の標準課程を履修することに

加え，これらの４つのプログラムにより高い質が保証された厳格な履修の管理と成

績評価を受け，各プログラム所定の単位を取得すること，TOEIC750 以上又は TOEFL 

iBT80 以上の語学力を身に付けること，及びポートフォリオによる学生個々が修得

した能力の評価と，面接による習熟度及びグローバル人材足り得るかの評価を受け

る。そして，全ての要件を満たすことで，コース修了を認定する。平成 24 年度の後

期から，本コースにより積極的に挑戦し活躍できるグローバル人材の育成を開始し，

国際文化入門や英語口頭表現演習等４科目の関連科目を新設した結果，約 90 名の学

生が履修した。 

 

 ②人文社会科学系教育（全学科目）の再構築 

学長は，教育改革の一環として，人文社会科学系教育（全学科目）に関し，科目
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の多様化による履修体系の解り難さ，学生の学力や学習意欲の低下及び履修の偏り

等の問題を解決し，教育力の改善，学生の学習意欲の向上を促進するための改革に

着手し，科目を構成する科目群の相互連携や履修体系等に関する今後の在り方及び

専門教育のための基盤となる全学科目の問題点，課題の抽出及び専門科目との連携

の強化等に関する方針を固めた。 

③英語に接する機会の充実

・グローバル人材育成の取組の一環として，学部学生の留学について，従来，２年

次以上に限定していたが，早い時期より国際意識の醸成に資するために，学部１

年次であっても留学ができるよう取扱を改正した。 

・従来の派遣交換留学に加え，大学の世界展開力強化事業により，欧米，中国及び

韓国等の協定校への学生派遣を強化した。 

（４）大学院・学部共通 

①教員構成多様化推進と世界的視野を有する教員獲得

教員構成を多様化するための方策として，女性教員，外国人教員及びマネジメン

ト担当教員を採用若しくは昇任させる場合に，一定の人事ポイントを部局に付与す

る制度を開始し，外国人教員及び女性教員それぞれ１名を採用した。また，世界的

な視野で優秀な教員を獲得するための方策として，国際学術誌等への公募広告掲載

に係る経費支援と新規採用される教授・准教授等の早期・円滑な立ち上がりを支援

するスタートアップ資金経費支援（200 万円×10 件）を実施した。 

②教育改善システムの充実

 平成 23 年度卒業・修了者，平成 24 年度入学者，その家族及び本学の卒業生・修

了生を採用した企業等を対象に本学の教育全般に関するアンケート調査を行った。 

本アンケート調査により，本学学生の在学中と卒業後という長期間にわたる比較

検討の基礎データの確保，及び学生の家族や採用企業という学外からの視点による

意見・評価結果も併せて参考にすることが可能となり，より広い観点で教育システ

ムの検証を行うことが可能となった。なお，アンケート調査の結果は，前回行った

調査結果と比較を行い，教育システムとして改善を要する点を抽出し，改善点につ

いて教育計画に反映する教育改善システム（PDCA サイクルの枠組み）を見直した。 

③FD 研修の実施（教員の教育力向上に向けた取組）

新採用教員セミナー（FD研修を含む）及び学部・大学院 FD 研修を実施した。新採

用教員セミナーでは，平成 23 年度に行ったアンケート結果等を踏まえ，研修内容を

見直し，大学の動きをわかりやすく教授した。その結果，参加者から研修内容につ

いて高い評価を得た。 

また，学部・大学院 FD 研修では，教育研究の基盤となる研究者倫理，研究不正等

の内容を新たにプログラムに加え実施した。 

 さらに学内で実施している FD 研究項目の事例を掌握するため，「教育改善活動に

関する調査」を実施し，平成 25 年度に開催する研修に反映させるべく事例の共有化

を行った。 

④学生の意見を取り入れた大学運営

 教育改善や施設設備，学内サービス向上といった大学運営に学生の声を取り入れ

るため，平成 16 年度の試行調査，平成 17 年度，平成 20 年度の本実施を経て，３度

目となる「学勢調査 2012」を実施した。平成 17 年度と比較して約２倍の学生から回

答があり，集計・分析の結果を「学勢調査 2012 提言書」として取りまとめた。また，

今後，本調査を継続的に実施するための体制を整備した。 

（５）入試改革 

①多様な入試制度の整備

平成 24 年度学部入学者選抜試験について，入試制度全体の見直しを行い，新たに

推薦入試及び AO 入試を取り入れ実施した。 

②高大連携特別選抜の充実

本学がこれまで行ってきた本学附属科学技術高等学校との高大連携教育をさらに

発展させるため，新たにお茶の水女子大学附属高等学校と理工系教育における高大

連携教育を行った。この成果を活かし，高大連携特別選抜の対象高校の拡大を図

り，本学附属科学技術高等学校に加え，お茶の水女子大学附属高等学校を対象と

し，高大連携特別選抜を実施した。 

（６）社会人に向けた教育の充実 

①社会人教育院の充実

本学が持つ高度な教育研究を行う豊富な人的資源と，それらを基礎とする数多く

のCOE(Center Of Excellence)機能を活かし，社会に対して開かれた大学として，社

会の様々なニーズに対応する教育を実施することを目的に社会人教育院を設置して

いる。製造中核人材育成講座，キャリアアップMOTプログラム及び理工系基礎プログ

ラムに加え，平成25年度より新たにグローバル産業リーダー育成プログラム

（GINGLE）の開設を決定し，社会人が働きながら学び，キャリアに活かすことが可

能な体制を整えている。 

②MOT教育の推進（大学院イノベーションマネジメント研究科）

理工系総合大学の強みを活かし，各分野で最先端の研究が行われ新しい技術に触
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れる機会に恵まれた本学ならではのMOT教育を大学院イノベーションマネジメント

研究科において行っている。講義等は交通至便な港区芝浦の田町キャンパスを中心

に，平日18時以降のみ履修する学生でも対応できるカリキュラム編成を行うほか，

土曜日の開講等，社会人に配慮した体制をとっている。  

 

２．研究 

（１）世界的研究拠点の整備（元素戦略研究センター，地球生命研究所（WPI）の設

置） 

・文部科学省の平成24年度元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型＞への提案が採

択され（４拠点の中の１つ），平成24年８月，統合研究院に新たな研究組織として

「元素戦略研究センター」を設置した。 

・文部科学省の平成 24 年度世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI）への提案

が採択され，平成 24 年 12 月，拠点長のリーダーシップの発揮を容易とするため，

学長に直結する新たな研究組織として，「地球生命研究所」を設置した。 

 

（２）優れた研究成果の社会への還元，発信 

 ①スーパーコンピュータ TSUBAME2.0（スパコン TSUBAME） 

・スパコン TSUBAME において，GPU の利用率及びユーザの利便性を高めるために，日

本で初めて，新しい GPU 用の言語規格である OpenACC を導入した。 

・スパコン TSUBAME の成果等で以下の評価を受けた。 

スパコンのグラフ性能処理に関する世界トップベンチマークである「Graph500」

で，世界４位にランクインした。 

文部科学省先端研究施設共用促進事業にてスパコン TSUBAME の産業利用におけ

る平成 24 年度の中間評価が行われ，その結果，最高評定Ａ（優れた事業であり，

継続に値する）及び全評価項目で「特に優れている」を獲得した。 

 

 ②環境エネルギー研究の推進 

環境エネルギー研究の推進と災害時のエネルギー供給を可能にすることを目標と

した本学の基本構想を踏まえ，地球温暖化の原因となる二酸化炭素の排出量を約

60％以上削減，また棟内にて消費する電力をほぼ自給自足できるエネルギーシステム

をもつ，環境エネルギーイノベーション棟を竣工させ，この棟の活用により次世代エ

ネルギーの在り方を広く社会に発信した。なお，本棟は，低炭素社会に配慮した建築，

設備のモデルとして高く評価され，「2012 グッドデザイン賞」を受賞した。 

 

 ③国内外への研究成果の発信 

・本学が発明した薄膜トランジスタ「IGZO」を活用し，平成 23 年度にライセンス実

施許諾を行った企業が開発した IGZO 搭載の新しい携帯電話端末が，平成 24 年度

に販売開始され，本学の研究成果，知的財産が社会において有効活用された。 

・科学技術振興機構との共催で,本学教員が発見した画期的なアンモニア合成触媒を

テーマとする緊急シンポジウム「Beyond Haber-Bosch Process:アンモニア合成の

ブレークスルーを目指して」を開催し，272 名（うち，企業等から 263 名）の参加

があった。 

・「最先端・次世代研究開発支援プログラム」等に採択された研究者による「国民と

の科学・技術対話」を企画し実施した。 

・海外メディア向けのプレスリリースの配信を開始し，複数のメディアで本学の研

究成果が取り上げられた。 

・BBC WORLD NEWS 「Click」のロボット特集に本学の研究室が出演した。 

 

（３）研究基盤経費の獲得，研究に関する学内独自の取組 

 ①研究基盤経費の獲得 

・「東京工業大学における設備マスタープラン」に基づき，文部科学省への設備予算

要求を行い，平成 24 年度補正予算が６件，５億 7,300 万円が措置された。その結

果，スパコン・クラウド情報基盤のウルトラグリーン化技術を図るための基盤整

備を行う等，研究基盤の充実を図った。 

・科学研究費補助金，最先端研究開発支援（FIRST）プログラム及び先端的低炭素化

技術開発（ALCA）等をはじめとする研究基盤経費及び外部資金の獲得に向けた支

援を，総合プロジェクト支援センターにおいて戦略的に支援した。その結果，2,637

件，206 億 7,800 万円（平成 23 年度比 111 件，25 億 2,700 万円の増）を獲得し，

研究のさらなる推進を図った。 

 

 ②研究に関する学内独自の取組 

・平成23年度に取りまとめた科学研究費補助金採択向上の取組に基づき，科学研究

費補助金獲得時のインセンティブ付与として，個々の科学研究費補助金の間接経

費の10％相当額を研究代表者の所属部局へ配分した。 

・長期的な観点での基礎的・基盤的・萌芽的領域における研究の強化を目的とし，

寄附金よりなる東工大基金を原資として，イノベーションを生み出す“種”の研

究支援を行う「研究の種発掘」支援制度を新たに設け，16件を採択した。 

 

（４）共同利用・共同研究拠点の取組 

 ①応用セラミックス研究所 

 （共同利用・共同研究拠点としての取組） 

・学術研究の発展の先導を目的として開催した国際会議や国際ワークショップに

国内外から多くの研究者を招聘し，これらの研究者との交流を深めることによ

って共同利用・共同研究を促進させた。 

東京工業大学
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・共同利用・共同研究総採択数は 100 件（国際研究 14 件含む）となり，平成 25

年３月までに延べ 700 名の研究者が利用した。 

 

 ②資源化学研究所 

 （共同利用・共同研究拠点としての取組） 

五大学附置研究所ネットワーク型共同研究拠点で担当する「物質組織化学領域

部会」において共同研究の公募を行い，一般課題共同研究 60 件を採択した。また，

復興支援共同研究課題１件を採択した。 

 

 ③学術国際情報センター 

 （共同利用・共同研究拠点としての取組） 

・共同利用・共同研究を通じて TSUBAME2.0 の計算資源を学外に提供し，学術研究

の発展を先導できるよう，支援を行った。 

・ネットワーク型学際大規模情報基盤共同利用・共同研究拠点の共同研究として

５件(ネットワーク型共同研究拠点全体では 35 件)の課題を採択し，合計 81 口

の TSUBAME2.0 の計算資源を提供した。 

 

３．国際 

（１）国際化ポリシーの策定 

平成 15 年に策定した「東京工業大学の国際化戦略」（国際化ポリシーペーパー）

のレビューをするとともに，国際交流に関し造詣が深い教職員及び学生等にインタ

ビューを実施し，新たな国際化ポリシーである「東工大の国際戦略 2012」を策定し

た。ここでは，世界最高の理工系総合大学の実現へ向けて，①人材や知の国際的な

好循環の加速，②より高い次元で国際化に対応した教育研究活動体制の構築に関す

る諸施策と達成目標を定めた。 

 

（２）大学の世界展開力強化事業による海外の大学との連携 

短期外国人学生の受入形態の多様化に対応するため，また，戦略的な学生交流を

推進するため，現行制度の見直しを行い，大学全体で短期外国人学生の受入をサポ

ートできる体制を構築した。平成 23 年度に採択された「大学の世界展開力強化事業」

（タイプＡ-１（日中韓先進科学技術大学教育環），タイプＢ-１（グローバル理工系

リーダー養成協働ネットワーク））を推進し，一歩進んだ学生の交流を促進した。 

 

（３）TAIST の充実 

 本学がリードし，タイ国教育機関との情報ネットワーク・人材交流等を目指した

「日・タイ人材育成ネットワーク」を推進し，タイ国立科学技術開発庁（NSTDA）及

びタイの各大学と連携し，タイ国製造業で中核となる高度な知識を身に付けた研究

技術者・開発担当者養成を目的として，国際協働の大学院「TAIST-Tokyo Tech」を

設立している。 

平成24年度には自動車工学及び組込情報システムにおけるプログラムに加え，新

たに環境工学に関するプログラム"Advanced and Sustainable Environmental 

Engineering（EnvE）"を開講し，「ものつくり人材」の育成を図った。 

 

（４）ASPIRE リーグによる連携 

科学技術の発展と人材の開発を通じ，アジアにおけるイノベーションのハブを形

成することを目的に，本学のリーダーシップにより，香港科技大学，韓国科学技術

大学（KAIST），南洋理工大学及び清華大学とのコンソーシアムとして「ASPIRE リー

グ」を設置し，その下にサテライト・ラボの設立及び加盟大学間の共同研究を推進

するため「東京工業大学 ASPIRE リーグ研究グラント」を置いている。平成 24 年度

には３件の研究グラントを採択し，そのうち２件がサテライト・ラボの設置を行い，

コンソーシアムにおける国際化の推進を図った。 

 

４．社会貢献 

（１）東日本大震災への対応 

 ①直接的な支援 

・福島原発事故復旧関連研究として，福島第一原子力発電所の周辺の放射性物質の

除染実証に取り組み，除染事業の推進に取り組んだ。 

・福島県南相馬市，郡山市及びその近郊市町村において，放射能汚染測定，被曝防

護，除染に協力した。 

・栃木県益子町の災害復興支援を目的として，東京工業大学博物館において「東工

大で益子焼～知る・ふれる・つかう～」展を 10 月 18 日～28 日に開催した。 

 

 ②放射線教育に関する取組 

・体験型放射線説明会を開催した。 

・放射線教育訓練の設備を生かして，駒澤大学の教育訓練，鎌倉高校の生徒に放射

線教育を行った。 

 

（２）情報発信 

・東京工業大学 公開講演会「東工大の最先端研究」シリーズ 講演会を開催した（第

一期：計８回・延べ 858 名参加，第二期：計７回・延べ 536 名参加）。    

・高校生・一般向け公開講演会「東工大が誇る若手研究者たち」を開催した（公開

講演会：７日間（計 13 講演），延べ約 414 名参加）。 

 

（３）地域社会への貢献 
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 大田区との基本協定に基づく社会貢献，地域の一員としての社会貢献の一環とし

て，以下の取組を実施した。 

・初等理科教育支援活動（計３回） 

・防災訓練への地元住民の参加 

・桜花鑑賞（５日間） 

 

５．附属科学技術高等学校 

（１）高大連携教育 

 附属高校生が本学の教授陣やその研究活動に直接触れる機会として，３年生の希

望者を対象とするサマーチャレンジ，２年生のサマーレクチャー，１年生のオープ

ンキャンパス等を実施した。 

 

（２）スーパーサイエンスハイスクール（SSH 研究開発） 

スーパーサイエンスハイスクール（SSH）として，文部科学省から第１期（平成 14

年度～平成 16 年度），第２期（平成 17 年度～平成 21 年度）に引き続き，第３期（平

成 22 年度～平成 26 年度）に指定され，次の取組を実施した。 

・アーカイブス開発 

 ２度の SSH で開発されたテキストや課題研究要旨集等の成果を，アーカイブス化

して広く成果を普及しており，平成 24 年度は「数理基礎」のデジタル化に着手した。 

・成果の全国展開 

  全国の高等学校の教員を対象とした「SSH 研究開発報告会」，東京都内高校生，中

学生を対象とした「SSH 東京都内指定校合同発表会」，全国の SSH 実施校の教員を対

象とした「全国 SSH 校交流会・支援教員研修会」を開催し，相互交流，本校の研究

開発の成果普及に努めた。なお，当該成果に係る国内外からの学校視察を６件受け

入れた。 

 

（３）海外との交流 

既に締結しているタイ，フィリピンの協定に加え，新たに，シンガポール共和国

の NUS（国立シンガポール大学附属）ハイスクール主催の SIMC（シンガポール数学

チャレンジ）に生徒を派遣し，参加国（約 20 ヶ国）の生徒との交流を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況 

１．ガバナンスの強化 

（１）学長直属の戦略的運営体制の整備 

学長のリーダーシップを強化するために，学長直属の戦略策定部門として設置し

た学長補佐室に加え，大学外部有識者で構成する学長アドバイザリーボードを設置

した。国際的に競争力を持つ大学となるための各種方策，また長期的に安定した大

学経営の在り方について，広い見地から助言を受けることを目的としており，学長

はそれを参考にして意思決定をしている。  

 

（２）執行部と構成員間の密接なコミュニケーション 

・執行部と構成員の意見交換を促進する場として，学長及び理事が各教授会等に出

向き，執行部の方針の伝達及び意見交換を行った。 

・学長ご意見箱及び監事への情報提供窓口を新たに設置し，構成員が直接意見を述

べられる機会を増やした。 

 

（３）学長候補者の選考方法の見直し 

学長候補者の選考を行うに際し，学長選考会議において教育研究評議会，経営協

議会及び学内からの意見聴取を行い，学長選考ルールを見直した。その結果，新た

に学長選考会議による学内公開ヒアリングを実施し，候補者の大学運営方針等を傍

聴する機会を設けたほか，学長選考会議から意向投票権者に対し随時十分な説明を

行う機会を充実させる等，透明性と説得性を大幅に改善した。 

 

２．コンプライアンスの強化 

（１）コンプライアンス 

 ①体制の強化  

・学長は，教育研究資金の管理・監査体制の一層の強化のため，新たに，安全・コ

ンプライアンス担当の副学長及びコンプライアンス担当専門職を置いた。また，

コンプライアンス室と企画・人事担当理事・副学長の下にある内部監査室と連携

し，不正防止計画を実行した。 

 

 ②「教育研究資金不正防止計画」の推進 

平成 24 年６月の「教育研究資金不正防止対策検討委員会」最終報告を踏まえ，直

ちに実施すべき事項について，以下のとおり取り組んだ。 

・教職員に不正防止計画を周知するとともに，新任教員研修会，科研費説明会及び

会計事務に関する勉強会等において，責任ある研究活動や適正な研究費使用につ

いて説明する等，不正防止計画を実行に移した。 

・平成 24 年 10 月に発足した新執行部の企画により，部局長及び評議員を対象とし
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た部局長等研修を実施し，責任ある研究活動を進めるための本学の体制及び教育

研究資金に対する責任体制について，研修を実施した。 

・基本的な会計手続きやルールを知らないために起こりうる事案の発生を防止する

ために，「研究費使用ハンドブック」を作成し，全ての教職員に配布，周知徹底を

行った。 

 

（２）監査 

 ①体制の強化 

事務局の「部」等には属さない独立した組織として，新たに監査事務室（４名の

職員を配置）を設置し，公平で統一的な監査体制を確立した。この監査事務室の設

置に伴い，併任職員を内部監査室の室員に充てる従来の体制を見直し，年間を通じ

専任職員による監査を実施した。その結果を四半期ごとに部局長等会議で報告し，

見受けられた指摘事項等を速やかに運営改善に活用できる体制として，再発防止を

促す等，監査体制の充実と強化を図った。 

 

 ②会計経理の適切な処理に関する取組 

・会計処理を適切に行っていることを監事が確認することを目的として，随意契約

等，競争入札によらない契約や会計・決算の実績と予算対比等，定期的に報告を

行った。 

・不正発生リスクを考慮した監査対象の抽出し，監査結果を定期的に部局長等会議

や電子メールで周知する等，早期の学内周知と不正の再発防止の周知徹底を行っ

た。 

 

（３）危機管理 

①体制の強化 

 全学的なリスク管理体制の強化を図るため，新たに危機管理室の設置及び危機管

理担当理事・副学長を指名した。また，危機管理担当の専門職を配置し，危機管理

に係る総合調整，情報収集・分析及び外部への適切な情報発信を強化した。 

 

②情報セキュリティ体制の整備 

本学における情報セキュリティの維持及び向上に恒常的に取り組むとともに，危

機管理対応を行う体制を整備するため，情報セキュリティ委員会の下に情報セキュ

リティ監査・危機管理専門委員会を設置した。これにより，情報資産の侵害又はセ

キュリティに関する事案の発生時に迅速かつ円滑に対応する体制を強化した。 

 

③地震発生時の対応徹底 

・地震発生時の対応について徹底を図るため，教職員向け「地震対応マニュアル」

を全研究室及び事務局に，また，学生向けのポケット版「大地震対応マニュアル」

（日本語・英語）を，大岡山キャンパス用とすずかけ台キャンパス用の２種類作

成し，全学生に配布した。 

・研究室等の安全衛生管理の向上を図るため，約 400 の研究室及び事務室に対して，

産業医による職場巡視と安全パトロールを実施した。巡視の結果，問題がある点

については指摘を行い，研究室等からその改善状況について報告を受けた。 

 

３．業務運営体制及び機能向上に向けた取組 

（１）事務体制の強化 

①「事務局人財ポリシー」の策定 

優秀で意欲の高いプロフェッショナルな大学職員を育成・確保するため，職員の

採用，人事，研修，評価等の人事全般にわたる基本的な方針として「事務局人財ポ

リシー」を策定し，全事務職員に周知を行った。また，取りまとめた各種提言等に

基づき，順次実施した。 

 

②「部局事務改革」の推進 

専攻等支援事務の在り方について，教育研究支援サービスの質的向上を図るため，

執務場所の集約化，組織編成・職員配置の見直し，情報共有の促進，職員の能力向

上等の改革案について検討を行い，「専攻等支援事務の在り方について（最終報告）」

を策定した。これに基づき，平成 25 年４月から順次実施することとした。 

 

③事務職員の能力向上に向けた取組 

・事務局における業務の効率アップと質の向上及び組織文化の改革に向けて，業務

改善を継続的に進め，業務改善活動として，ボトムアップ型のグループ等提案型

業務改善29件及び組織全体として取り組む事務局横断型業務改善の事務局パワー

アップ・アクション・プラン（第一期計画）31 件を実行した。 

・事務局パワーアップ・アクション・プランについて実施状況を点検し，点検結果

を踏まえ，第二期計画を策定した。また，業務改善等に従事した非常勤の職員に

対し，職務表彰の対象を拡大し，２名の非常勤の職員の表彰した。 

・平成 24 年度より，事務職員の中堅研修を東京海洋大学及び政策研究大学院大学と

合同で実施した。参加者が他大学職員との交流や相互研鑽を行うことが可能にな

り，結果として研修効果が向上，及び今後の事務職員の業務運営を改善すること

ができた。 

 

（２）施設マネジメントの強化 

・学長のリーダーシップ及び施設マネジメントを強化するために，企画室の下にあ

った「施設整備専門班」を学長の下に置く「キャンパス整備計画室」とすること
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を決定し，規則の改定を行った。 

・新たに竣工した環境エネルギーイノベーション棟及びすずかけ台 J3 棟への教員等

の移転に伴う移転後のスペース調査を実施し，その結果を踏まえ，学長裁量スペ

ース 2,447 ㎡を確保した。 

・田町地区キャンパス・イノベーションセンターに新たに学長裁量スペース 297 ㎡

を確保した。 

 

４．財務内容の改善に向けた取組 

①各部局の取組に応じた資源配分 

国立大学法人評価結果を受けた法人運営活性化支援分の一部を財源とし，改善等

に対するインセンティブを高めるための予算を各部局等に配分した。各部局等はこ

れに基づき，表彰制度の新設，研究環境の改善等を進め，教育研究の質の維持・向

上に繋げた。このインセンティブの配分は，研究費の獲得状況，部局毎の年度計画

実施状況及び教員個人評価に基づくインセンティブ付与・フィードバックの実施状

況を点数化して行い，意欲を高めるように努めた。 

 

②省エネルギーに関する取組の推進 

 省エネルギー活動の推進のため，以下の取組を行った。 

・「省エネコンテスト」を開催した。省エネ技術部門及び省エネアイディア部門に分

け，募集を行い，優れたアイディア４件を選出し，表彰を行った。 

・「省エネ活動推進のための電気料金の一部還元（負担）制度」を平成 25 年度より

導入することを決定し，省エネの達成度の高い部局等の負担を軽減することにし

た。 

 

③管理的経費の抑制 

・国際交流会館の管理業務の仕様を見直した結果，平成 23 年度締結した契約額と比

較して 400 万円のコストダウンを図った。 

 

④自己収入の増加及び確保 

・田町地区に設置している自動販売機について設置運営業者の公募を行い，１社の

業者を選定した結果，財産貸付料について平成 23 年度比約３倍の増収（約 92 万

円）となった。 

・講義室・会議室の一時・年間貸付について，電気料の値上げに伴い，基本料相当

分も徴収することとした。 

・大岡山・田町地区の屋外イベントスペース等の一時貸付料について，平成 23 年度

比 8.31％の値上げ及び年間貸付についても貸付単価の値上げや学外貸付の許可範

囲の拡大を図り，財産貸付収入を増加させた。 

 

⑤資金の運用 

・「特例公債法」及び「国家公務員の給与改定臨時特例法」等の影響により，例年よ

りも運用できる資金が減少する等，困難な状況であったが，流動資金管理をきめ

細やかに行い，超低金利の運用環境の中，少しでも利率の良い金銭信託で資金運

用を行った。 

・基金の運用に関し，平成 23 年度に引き続き利率の良い豪ドルの為替で利率が決定

する外国債券（円 100％償還）で運用した。 

・外国銀行に対する運用について種々の国際的な状況の調査を行い，引き続き世界

情勢等を見ながら検討することとした。 

 

⑥資産の有効活用 

・廃止を決定した猿楽荘の売却支援業務を専門業者に依頼し，売却に向けた準備を

進めた。 

・キャンパス・イノベーションセンターの空室を教育研究に利用可能な学長裁量ス

ペースとして利用することとした。 

・スマートフォンが普及してきたことに伴い，平成 25 年度に田町地区にアンテナ基

地局の設置に向けた調整を開始した。 

 

⑦基金の充実 

・本学創立 130 周年事業を通じて，同窓力の強化を図るとともに，奨学金の充実，   

教育研究環境の整備充実等を目的として「東京工業大学基金」を立ち上げ，産業

界及び個人等に対し募金活動を行い，その結果，目標額であった 50 億円を超える

50 億 8,200 万円寄附が寄せられた。なお，基金は，教育研究の充実及びそのため

の環境整備支援，学生等への奨学金等の支援を始めとする各種事業に供している。 

・これまで社会連携センターを中心に行ってきた社会連携の推進に係る諸活動に 

加え，「東工大 130」事業において実施した東工大基金の募金活動や同窓力強化事

業等を通じて培った社会とのネットワークを継続・強化することにより，社会と

のネットワーク強化や財政的基盤の強化を目的とし，「社会連携本部」を平成 25

年度に設置することを決定した。 
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○ 項目別の状況 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
① 組織運営の改善に関する目標 

 
中
期
目
標 

○ 学長のリーダーシップによる戦略的経営・機動的運営を推進する。 
○ 新たな社会の要請や時代の変化に対応する柔軟な教育研究組織を整備する。 
○ 組織の活力向上に資するため，優秀で多様な教職員を確保するとともに，教職員がその能力と個性を十分に発揮できる仕組みを構築する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【41】学長直属の戦略策定部門の機能強化

等，トップダウンによる運営体制を充実

する。併せて，外部有識者の意見を積極

的に大学運営に反映し，ガバナンスの透

明性を確保する。 

【41-1】監査体制及びコンプライアン

ス体制を強化するとともに，リスク

管理体制を整備する。 

Ⅲ ●監査体制の強化として，監査事務室を設置し，内部監査室専任の

職員を増員した。 

●コンプライアンス体制の強化として，コンプライアンス担当の副

学長を新たに置き，コンプライアンス担当専門職を配置した。  

●リスク管理体制整備の一環として，危機管理担当の専門職を配置

し，危機管理に係る総合調整，情報収集・分析及び外部への適切

な情報伝達を強化した。 

 

 

【41-2】学長直属にある戦略策定部門

の機能について見直しを行い，運営体

制を強化する。 

Ⅲ ●学長直属である戦略策定部門に，特命事項を取り扱う学長補佐

室，外部有識者で構成された学長アドバイザリーボードを新たに

設置し，運営体制を強化した。 

●大学改革に戦略的に対応するため，平成 24 年 10 月から特命担当

の副学長を新設し，学長補佐室の室長を任じた。 

 

 

【41-3】経営協議会や監事の意見を大

学運営の改善に反映させるとともに，

大学構成員の意見が執行部に迅速に

伝わる仕組みを整備する。 

Ⅲ ●監事監査報告書における監事の意見への対応について，各部署に

現状報告を求め，大学運営改善に向けてフォローを行った。 

●執行部と構成員の意見交換の場として，キャンパスミーティング

を５月に開催し，教職員 283 名が参加した。キャンパスミーティ

ングでは，本学が置かれている状況及び次期学長選考に関するこ

とについての報告と，学部・大学院改革推進及び入学時期の在り

方に関する検討状況や本学の今後進むべき方向性について，学長

と教職員が共有した。 

●学長ご意見箱，監事への情報提供窓口を新たに設置し，構成員が

直接意見を述べられる機会を増やした。 

●学長・理事が各教授会に出向き，執行部の方針の伝達及び意見交
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換を行った。 

●経営協議会において，学外委員を含む委員の意見を大学運営に反

映させるべく，全ての回で大学運営の諸問題について意見交換を

行った。また，その議事録を，大学オフィシャルホームページで

公開した。 

 

【42】将来構想や中期目標の実現を重視し

た学長裁量の資源（ポスト・経費・スペ

ース）配分や予算の重点配分を行い，戦

略的経営を推進する。 

【42-1】学長裁量の資源について，将

来構想や中期目標の実現を重視した

全学的改革へ活用するとともに，見直

しを行う。 

Ⅲ ●学長裁量の資源について，以下のとおり将来構想や中期目標の実

現を重視した全学的改革へ活用するとともに，見直しを行った。  

・学長裁量経費： 

－学長が裁量できる財務資源を学長裁量経費として，学内予算の

全学共通分（大学運営のための経費）の２％相当を確保（620,711

千円）した。  

－学長主導の重点施策（安全，対外解決必須問題，大学運営緊急

処置，教育緊急措置，学生・産業界・社会の吸引力増進，研究緊

急措置，環境整備）に重点配分した。  

－大学改革を推進するため，平成 25 年度はこれまでの全学共通

分の一定割合（２％相当）を見直し，拡充（３％相当）・増額し

た。 

・学長裁量スペース： 

－平成 23 年度末に完成した環境エネルギーイノベーション棟及

び J3 棟への移転スペースの調査を実施し，その結果新たな学長

裁量スペースを確保した。 

－田町地区キャンパス・イノベーションセンターに新たに学長裁

量スペースの確保を行った。 

－学長裁量スペースの確保及び使用等に関する規定について見

直し，田町地区及びすずかけ台 J3 レンタルラボを含めた規則を

制定した。 

・学長裁量ポスト：学長裁量ポストとして，14 名分を確保し，以

下のような全学として推進する事項にポストを融通した。 

－女性教員，外国人教員及びマネジメント担当教員の採用又は昇

任の促進 

－元素戦略研究センターにおける研究の推進 

－高度の専門的知識を要する事業の一層の充実及び発展（全学的

な安全衛生管理業務の管理・運営，学生及び教職員の健康増進） 

－博物館の機能強化 

－地球生命研究所における研究活動の充実 

 

東京工業大学

12



●学長裁量経費とは別枠として，大学改革のために重点施策実施経

費を設けた（2,997,541 千円）。  

●法人運営活性化支援分を活用して，優秀教員獲得にかかる経費支

援，部局等への評価に対するインセンティブ支援を行った。 

 

【42-2】基盤的な教育・研究経費の執

行状況について検証するとともに，教

育・研究に係る経常的な経費の執行状

況の検証を踏まえて配分の見直しを

行う。 

Ⅲ ●平成23年度予算執行状況及び平成24年度予算執行計画の作成を

事務局各部・各事務区に依頼の上，不必要な支出がないか事務局

各部・各事務区とヒアリングを実施し，引き続き経費節減に努め

るよう注意喚起した。同時に，事務局各事務区において予算執行

管理している基盤的な教育・研究経費の執行状況について，予算

詳細毎に検証した。その結果，平成 25 年度予算において，大学

管理に係る経常的経費（経常的大学管理業務経費）を，原則平成

24 年度比２％削減し，うち１％削減分を重点施策事項の実施経

費に充当することで，より戦略的な予算執行ができるよう策定し

た。 

 

 

【43】入学定員を含め，基本的な教育研究

組織について見直しを行い，組織を整備

する。 

【43-1】引き続き教育研究組織の改革

について検討する。 

Ⅲ ●平成 23 年度に設置した「学部・大学院改革推進検討部会」で，

学部・研究科・附置研究所の改組案及び教育改革案並びに３つの

キャンパスの位置付け等，教育研究組織の改組について継続して

検討した。 

●ミッションの再定義を行い，本学の特色･強みを認識し，組織改

革の参考資料とした。 

●平成 24 年度新設された特命事項を取り扱う学長直属機関の学長

補佐室で集中的に教育研究組織について検討を行い，部局長等と

意見交換をした。 

 

 

【44】附置研究所を中心として構成する新

統合研究院（仮称），COE センターで構成

する先進教育研究機構（仮称），情報系，

エネルギー環境系等の組織横断的機構

を中核として，新たなディシプリンや重

点分野・ソリューションプロジェクトを

推進する教育研究組織の構築を検討し，

実現可能な組織を整備する。 

【44-1】新たな横断型組織の設置につ

いて検討する。 

Ⅲ ●「プロダクティブリーダー養成機構」，「博士－修士一貫教育事務

室」，「アジア人材構想オフィス」等，本学において産学連携を中

心とした新しい視点によるキャリア教育を実践している組織を

横断型組織として再構築した「イノベーション人材養成機構」に

ついて検討を進め，平成 25 年４月に設置することを決定した。  

●平成 24 年４月改正の設置要項により，新規イノベーション研究

推進体９組織を設置した。また，７月に新たに１件の推進体を設

置した。 

 

 

【45】優秀な教員を世界的視野で確保する 【45-1】優秀な教員を獲得するための Ⅲ ●世界的な視野で優秀な教員を獲得するための方策として，国際公  

東京工業大学

13



とともに，教員構成を多様化するための

方策を実施する。 

方策について可能なものから実施す

る。 

募広告掲載に係る経費支援とスタートアップ資金経費支援を実

施した。 

●世界的な視野で優秀な教員を獲得するための方策として，世界で

最も権威のある総合科学誌の一つである「Nature」に本学の国際

公募を紹介する広告を掲載するとともに，同誌 online で本学の

国際公募へリンクするバナーを掲載した。 

●本学の国際戦略のため，海外大学学位取得者や教育研究経験を有

する教員の積極的な採用，サバティカル制度の活用と海外経験の

推奨，学長裁量ポストによる部局外国人教員枠の設定，協定校と

の間の教職員短期交流の推進等を「東工大の国際戦略 2012」に

盛りこんだ。 

 

【45-2】教員構成を多様化するための

方策について可能なものから実施す

る。 

Ⅲ ●教員構成を多様化するための方策として，女性教員・外国人教

員・マネジメント担当教員を採用若しくは昇任させる場合に，一

定の人事ポイントを付与する制度を始め，外国人教員及び女性教

員それぞれ１名を採用した。 

●一部の研究科において，人事ポイントを活用することにより若手

教員を確保し，教員構成の幅を広げることを目的として，研究科

長融通人事ポイント制度を始め，教員２名を採用した。 

●（再掲）世界的な視野で優秀な教員を獲得するための方策として，

世界で最も権威のある総合科学誌の一つである「Nature」に本学

の国際公募を紹介する広告を掲載するとともに，同誌 online で

本学の国際公募へリンクするバナーを掲載した。 

●（再掲）本学の国際戦略のため，海外大学学位取得者や教育研究

経験を有する教員の積極的な採用，サバティカル制度の活用と海

外経験の推奨，学長裁量ポストによる部局外国人教員枠の設定，

協定校との間の教職員短期交流の推進等を「東工大の国際戦略

2012」に盛り込んだ。 

 

 

【46】教員の役割分担システムを構築する

とともに，活力向上を考慮した組織運営

を実現する。 

【46-1】本学にふさわしい教員の役割

分担システムについて可能なものか

ら構築する。   

Ⅲ ●大学マネジメントセンターと人事ポイント付与制度を中心とす

る教員の役割分担システムを構築した。 

●教員の役割分担システムに基づき，大学マネジメントセンターで

３名の教授枠を確保し，産学連携，安全管理及び健康増進の取組

を強化を図った。 

 

 

【46-2】教員の役割分担システムの導 Ⅲ ●教員の役割分担システムに基づき，マネジメント担当教員を採用  
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入に伴う支援について可能なものか

ら実施する。 

若しくは昇任させる場合に，一定の人事ポイントを付与する制度

を始め，役割分担システム導入支援を行った。 

 

【47】男女共同参画やワーク・ライフ・バ

ランス等に対する取組（女性研究者への

支援，子育て支援等）を実施することに

より意識の醸成・涵養を図るとともに，

環境整備を行う。 

【47-1】育児支援事業を継続的に実施

するとともに，教職員に対し，育児

支援制度の積極的活用を促す方策を

実施する。 

Ⅲ ●ベビーシッター派遣支援事業による育児支援事業や，アシスタン

ト配置プログラムによる育児・介護支援事業を継続的に実施し

た。ベビーシッター派遣支援事業に関しては，２か月に１度説明

会を実施し，制度の認知を高め，活用を促した。アシスタント配

置支援事業に関しては，公募を前期・後期の２回に分けることで，

期中の支援ニーズにも対応できるようにした。 

●過年度に整備した男性教職員に対する支援や，介護に対する支援

を推進した。 

（ベビーシッター派遣支援事業：登録者 63 名，うち男性 28 名，

利用者 21 名，うち男性８名） 

（アシスタント配置プログラム：教員対象。育児による利用は前

期８名（うち男性１名），後期９名（うち男性１名），介護による

利用は，前期１名，後期２名（うち男性１名）等） 

 

 

【47-2】理工系女性研究者プロモーシ

ョンプログラム事業の効果的な継続

検討と併せて，学内関係組織との協

力体制を検討する。 

Ⅲ ●理工系女性研究者プロモーションプログラム事業と大学独自の

取組をあわせ，効果の高かった事業を継続実施した。また，これ

まで男女共同参画推進センターが中心となり行ってきた事業に

ついて，学内における協力体制について検討を始め，一部で試行

的運用を行った。具体的には，女子高校生向けのイベントでは，

経費の支援やコンテンツを提供し，本学同窓会組織である蔵前工

業会と共に事業を進めた。学部説明会では，女子高校生向け相談

ブースを設けるとともに，女子高校生向けイベントを企画提案実

施した。また，環境整備では「女性のための護身術講座」の開催，

車いすの配備及び女性休養室の整備を進めた。 

●学長裁量経費による男女共同参画推進センター助教を新規に１

名採用した。また，取組を検証するため，すでに採用された４名

を含む男女共同参画推進センター助教全員に対し，ヒアリングを

行った。 

 

 

【47-3】子育てを行う教職員の実情に

応じた柔軟な勤務形態や育児補助の

ための支援を検討する。 

Ⅲ ●柔軟な勤務形態の機会確保及び支援として，要望の高かった「産

前産後休暇・育児休業・介護休業にかかる代替非常勤講師の業務

委託費の支援」を新たに開始した。 

●「育児と介護のための支援案内」の常勤職員英語版と非常勤職員
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版を新たに作成し，育児及び介護時に対応した勤務形態や支援の

周知を図った。 

 

【48】グローバルエッジ研究院，プロダク

ティブリーダー養成機構等の人材養成

プログラムを統合した「東工大トータル

人材育成システム（仮称）」を構築し，

若手研究者等の養成を総括的に行う。 

【48-1】引き続き「トータル人材育成

システム」（仮称）を検討する。 

Ⅲ ●企画室設置のトータル人材養成システム検討班を廃止し，「グロ

ーバルキャリア教育機構」（仮称）設置準備部会で検討を進めた。

その結果，学内の複数の組織で行っていたキャリア支援やインタ

ーンシップ等の教育面での企業等との連携を，平成 25 年度に設

置する「イノベーション人材養成機構」で総括的に行うこととし，

これまで各々の組織で培ってきたノウハウを継承・発展させ，産

学官の連携及びキャリア教育・支援を一層強化することとした。 

●グローバルエッジ研究院での若手研究者等の養成の取組は，東京

工業大学テニュアトラック制度として学内定着を図った。 

 

 

【49】教職員のハラスメントやメンタルヘ

ルスへの認識を啓発するとともに，相

談・対応体制を強化する。 

【49-1】引き続き教職員への啓発活動

を実施する。 

Ⅲ ●新任教員研修において「ハラスメントの防止について」と題する

講演及び質疑応答を行った（参加教員 62 名）。  

●新採用事務職員への研修において，ハラスメント・メンタルヘル

スに関する講義を行った（採用者数 16 名）。 

●ハラスメント対策委員会において「ハラスメントの防止及び対応

について」と題する講義を行った（出席委員等 27 名）。 

●部局長・評議員研修において「ハラスメントの防止及び対応につ

いて」と題する講義を行った（出席部局長等 44 名）。 

●事務職員向けに，希望者は誰でも受講可能なメンタルヘルス，ハ

ラスメントに関する e-ラーニング受講コースを設け，受講を推

奨した（受講者数８名）。  

●ハラスメント・メンタルヘルスの啓発活動等の一環として，引き

続き「24 時間こころの相談」窓口（外部委託）を設置し，案内

カードを配付して周知を図った（利用実績(平成 24 年度）カウン

セリング件数 学部生 53 名，院生 76名，教職員 81 名，合計 210

名) 。 

●教職員向けの危機管理マニュアル冊子「コンプライアンスの推進

に向けて」の中にハラスメント関係の情報を盛り込み，啓発の促

進を図った。 

●「ハラスメント・ゼロ」のリーフレット及びホームページについ

て，「学勢調査 2010」の結果を反映させた改訂を行い，全学生・

教職員にリーフレットを配付した。さらに，平成 25年４月以降，

リーフレットの改訂を行い，全学生・教職員に配布することとし
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た。 

●カウンセリング懇談会を，年２回，問題を抱えている学生を指導

している教員が集まり意見交換を行った。 

●ハラスメント相談員連絡会議を，年２回実施した。 

 

【50】大学が求める事務職員像に見合った

人材獲得方策を策定し，それに基づいた

採用を行う。 

【50-1】大学が求める事務職員像に見

合った人材獲得方法（採用ポリシー）

に基づき，採用を行うとともに，見

直しを行う 

Ⅲ ●採用ポリシーに基づいた職員採用について見直した結果，若手

（採用２～３年目）職員を中心としたプロジェクトチームにより

「2012 職員採用案内｣を作成し，国立大学法人等職員採用試験合

格者に係る合同説明会に配付するとともに，同内容を大学オフィ

シャルホームページに掲載した。 

●平成 23 年度に引き続き，国立大学法人等職員採用試験第一次試

験合格者に係る第二次試験（面接試験）の第一次面接担当者とし

て新たにグループ長，主査及び主任に，職員採用に係る面接経験

を踏ませた（参加職員数 グループ長 19 名，主査５名，主任 13

名，合計 37 名）。 

●事務局人財ポリシーに掲げる採用方法の多様化（本学卒業生から

の採用）に資するため，本学在学生向けの法人職員採用試験の受

験案内を作成し，学生支援センターの就職資料室に備え付け，周

知を図った。 

 

 

【51】事務職員等の能力向上と次代の大学

経営に対応するトータルキャリア形成

プランを策定し，SD（Staff Development）

研修等を展開する。 

【51-1】事務職員の登用・育成・処遇

に関する施策を実施するとともに，見

直しを行う。 

Ⅲ ●優秀で意欲の高いプロフェッショナルな大学職員を育成・確保す

るため，職員の採用，人事，研修，評価等の人事全般にわたる基

本的な方針として「事務局人財ポリシー」を策定し，全事務職員

に周知を行った。また，取りまとめた各種提言等に基づき，順次

実施した。  

●職員研修について，年間計画及び各種研修資料の公表を行った。 

●新採用職員研修の充実に努め，平成 24 年度は３回実施した。 

●独自開発テキスト利用による英会話研修（初級・中級，上級）に

ついて，受講機会の拡大を図り，夏期と冬期にそれぞれ実施（初

級・中級（夏期 11 名，冬期８名），上級（夏期５名，冬期４名）

するとともに，新たに専門英語研修（国際広報）を実施（プレゼ

ンテーション４名，記事作成９名）した。 

●近隣の２大学と合同の中堅職員研修（外部研修施設利用１泊，研

修参加者による研修企画）を実施した（参加者 19 名（本学 10

名，他大学９名））。 

●人材育成の一環として，自己啓発による語学学習・資格取得・講
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習会等への参加に係る費用の援助（実費額の半額以内）を行った

（援助件数 24 件）。 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標 
 ② 事務等の効率化・合理化に関する目標 

 
中
期
目
標 

○事務の効率性や機能の向上を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【52】業務プロセスの見直しを不断に行う

と と も に ， ICT （ Information and 

Communication Technology）の活用等に

より，事務の効率性を高める。 

【52-1】業務改善計画を策定し，順次

実施する。 

Ⅲ ●事務局パワーアップを目的として，ボトムアップでグループ等提

案型業務改善計画を策定し，順次実施した（平成 24 年度計画 22

件，過年度計画７件）。また，平成 23 年度の評価方法を検証した

結果，さらなる見直しを行うため WG を設置し，平成 24 年度評価

方法を策定の上，結果報告様式を新たに作成し配布した。さらに，

これまでの計画を全職員で共有するだけではなく，学外からの問

い合わせによる相乗効果（意識の再確認・情報交換）を期待し，

大学オフィシャルホームページで公開を始めた。 

●職員の意識改革，業務の効率化・合理化，人事システムの改革，

組織改革を推進するため，トップダウンで策定された事務局横断

型業務改善計画である事務局パワーアップアクションプランを，

平成 23 年度から引き続き実施した。また，平成 23～24 年度実施

の２か年計画（第一期）における担当部署による点検・評価を行

った。その結果及び新規事項提案に基づき，平成 25～26 年度実

施の２か年計画（第二期）の策定を開始した。 

●事務局パワーアップ及び業務改善について，大学オフィシャルホ

ームページを閲覧した東京高等裁判所から本学の取組について

裁判所事務官を対象とした研修課題に取り上げたいとの申し出

があり，東京高裁主催の研修において，事務局長から事務局パワ

ーアップの推進に関する説明・講演を行った。研修には，本学職

員も参加し，事務局パワーアップの再認識を図るととともに他機

関職員との情報交換を行った。 
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【52-2】ICT 活用基本計画を改訂し，

順次実施する。 

Ⅲ ●ICT を活用した事務職員の業務の効率化を事務局全体で推進する

ため，ICT 活用基本計画の改訂を実施し，主に以下の改善を行っ

た。 

・財務会計システムを「Windows７」を搭載したクライアント PC で

も動作可能とするため，システムのバージョンアップを行った。 

・事務システムの更新に仮想デスクトップを加え，新たな PC 利用

環境の整備を開始した。 

・正確な IT 資産管理とセキュリティ統制の強化を目標に，資産管

理システム「SKYSEA」を事務系ネットワークに接続している全て

の PC に導入した。 

●事務局業務等システムの最適化を目指し，業務システムの見える

化・業務システムの問題点等の洗い出し等，統合的な検討を行う

WG を設置した。WG では，業務システムの構成図・連携図や業務

システムの全体像を示すシステム関連図の策定について検討を

進めた。 

 

 

【53】事務組織の機能を向上させ，教育研

究活動への支援を充実する。 

【53-1】事務組織の機能向上について

検討し，可能なものから実施する。 

Ⅲ ●優秀で意欲の高いプロフェッショナルな大学職員を育成・確保す

るため，職員の採用，人事，研修，評価等の人事全般にわたる基

本的な方針として「事務局人財ポリシー」を策定した。  

●機関全体の視点から実効性のあるモニタリング体制を整備する

ため，内部監査体制の充実について検討した結果，事務局に監査

事務室を新たに設置し，専任職員を配置した。以前の会計経理の

監査では，兼務職員により毎年９月頃集中的に監査を実施し，年

度末にまとめて監査結果の報告をしていたが，平成 24 年度から

は専任職員が年間を通じて監査を実施し，監査が終了した部局か

ら順次当該部局長等に監査結果を通知することにより，所属教職

員に周知徹底の指示を行った。また，四半期ごとに監査が終了し

た部局の指摘事項等を部局長等会議において報告するとともに，

各部局長等宛に通知し，他部局における指摘事項等を周知する

等，同様の指摘を受けることがないように所属教職員に周知徹底

の指示を行った。  

●リスク管理体制の充実・強化を図るため検討した結果，危機管理

担当の専門職を設置し，大学における危機管理の対外的窓口とし

て対応するとともに，発生した危機事象における各部署等の対応

を整理した上で検証し，今後の危機事象への適切な対応に備え
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た。 

●教員と事務職員が交流する機会を設けて，職員の活力の維持，士

気の高揚，部署・職種やキャンパスを越えた交流の促進により，

事務組織の機能向上及び職員の福利厚生の充実を図った。 

・「教職協働」の環境を醸成していくためには，事務職員が教員の

研究内容・成果に直接触れ，交流する機会を増やすことを通じて，

東工大をより詳しく知ることが重要であるため，教員と事務局職

員との交流会を３回（社会理工学研究科，理工学研究科（工学系），

すずかけ台地区の部局）実施した。  

・希薄になりがちな層の交流を促進する目的から，男女・世代・勤

務場所等の垣根を超えたレクレーションとして，ボーリング大会

とソフトボール大会を実施した。  

●専攻等支援事務の在り方について，教育研究支援サービスの質的

向上を図るため，タスクフォースにより執務場所の集約化，組織

編成・職員配置の見直し，情報共有の促進，職員の能力向上等の

改革案について検討を行い，「専攻等支援事務の在り方について

（最終報告）」を策定した。これに基づき，平成 25 年４月から順

次実施することとした。 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  
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(1) 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項等 

１．特記事項 

○学長直属の戦略的運営体制の整備 

学長のリーダーシップを強化するために，学長直属の戦略策定部門として，大学

外部有識者で構成された学長アドバイザリーボード及び特命事項を取り扱う学長補

佐室を設置した。なお，学長補佐室の室長には，大学改革に戦略的に対応するため，

平成 24 年 10 月に新設した特命担当の副学長が就任した。  

 

○大学構成員の意見の窓口の整備 

・執行部と構成員の意見交換の場として，キャンパスミーティングを５月に開催し

教職員 283 名が参加した。キャンパスミーティングでは，本学が置かれている状

況及び次期学長選考に関する報告，学部・大学院改革推進，入学時期の在り方に

関する検討状況及び本学の今後進むべき方向性について，教職員と共有を図った。 

・学長ご意見箱及び監事への情報提供窓口を新たに設置し，構成員が直接意見を述

べられる機会を増やしたほか，学長・理事が各教授会に出向き，執行部の方針の

伝達及び意見交換を行った。 

 

○学長候補者の選考方法の見直し 

学長候補者の選考を行うに際し，学長選考会議で議論を重ね，加えて教育研究評

議会，経営協議会及び学内からの意見聴取を行い見直しを進め，新たに学長選考会

議による学内公開ヒアリングを実施し，候補者の大学運営方針等を傍聴する機会を

設けたほか，学長選考会議から投票権者に対し，随時十分な説明を行う機会を充実

させる等，透明性と説得性を大幅に改善できた。 

 

○コンプライアンス体制の強化 （(4)と重複） 

・学長は，教育研究資金の管理・監査体制の一層の強化のため，新たに，安全・コ

ンプライアンス担当の副学長を置いた。また，コンプライアンス担当専門職を配

置し，安全・コンプライアンス担当副学長の統括の下，内部監査室とも連携し，

不正防止計画の推進に取り組んだ。 

 

○監査体制の強化（(4)と重複） 

事務局の「部」等には属さない独立した組織として，新たに監査事務室（４名の

職員を配置）を設置し，公平で統一的な監査体制を確立した。この監査事務室の設

置に伴い，併任職員を内部監査室の室員に充てる従来の体制を見直し，年間を通じ

専任職員による監査を実施した。その結果を四半期ごとに部局長等会議で報告し，

見受けられた指摘事項等を速やかに運営改善に活用できる体制として，再発防止を

促す等，監査体制の充実と強化を図った。 

 

○危機管理体制の強化（(4)と重複） 

 全学的なリスク管理体制の強化を図るため，新たに危機管理室の設置及び危機管

理担当理事・副学長を指名した。また，危機管理担当の専門職を配置し，危機管理

に係る総合調整，情報収集・分析及び外部への適切な情報伝達を強化した。 

 

○情報セキュリティ体制の整備（(4)と重複） 

本学における情報セキュリティの維持及び向上に恒常的に取り組むとともに，危

機管理対応を行う体制を整備するため，情報セキュリティ委員会の下に情報セキュ

リティ監査・危機管理専門委員会を設置した。これにより，情報資産の侵害又はセ

キュリティに関する事案の発生時に迅速かつ円滑に対応する体制が強化された。 

 

○会計経理の適切な処理に関する取組 

・会計処理を適切に行っていることを監事が確認することを目的として，随意契約

等，競争入札によらない契約や会計・決算の実績と予算対比等，定期的に報告を

行った。 

・不正発生リスクを考慮した監査対象の抽出し，監査結果を定期的に部局長等会議

や電子メールで周知する等，早期の学内周知と不正の再発防止の周知徹底を行っ

た。 

 

○監事監査報告書に係る監事からの意見への対応 

 平成 23 年度監事監査報告書で指摘された事項について，その全ての項目の対応状

況を報告書に取りまとめ，監事へ提出した。 

 

○教育研究組織の見直し 

学内の複数の組織で行っていたキャリア支援やインターンシップ等の教育面での

企業等との連携を平成 25 年度に設置する「イノベーション人材養成機構」で総括的

に行い，これまで各々の組織で培ってきたノウハウを継承・発展させ，産学官の連

携及びキャリア教育・支援を一層強化した。 

 

○「社会連携本部」の設置 

これまで，社会連携センターを中心に行ってきた社会連携の推進に係る諸活動に

加え，「東工大130」事業において実施した東工大基金の募金活動や同窓力強化事業

等を通じて培った社会とのネットワークを継続・強化することにより，社会とのネ
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ットワーク強化や財政的基盤の強化を目的とし，「社会連携本部」を平成25年度に設

置することを決定した。 

 

○教員構成多様化推進と世界的視野での教員獲得 

教員構成を多様化するための方策として，女性教員・外国人教員・マネジメント

担当教員を採用若しくは昇任させる場合に，一定の人事ポイントを部局に付与する

制度を開始し，外国人教員及び女性教員それぞれ１名を採用した。また，世界的な

視野で優秀な教員を獲得するための方策として，国際学術誌等への公募広告掲載に

係る経費支援と新規採用される教授・准教授等の早期・円滑な立ち上がりを支援す

るスタートアップ資金経費支援（200 万円×10 件）を実施した。 

 

○「事務局人財ポリシー」の策定 

優秀で意欲の高いプロフェッショナルな大学職員を育成・確保するため，職員の

採用，人事，研修，評価等の人事全般にわたる基本的な方針として「事務局人財ポ

リシー」を策定し，全事務職員に周知を行った。また，取りまとめた各種提言等に

基づき，順次実施した。 

 

○「部局事務改革」の推進 

専攻等支援事務の在り方について，教育研究支援サービスの質的向上を図るため，

執務場所の集約化，組織編成・職員配置の見直し，情報共有の促進，職員の能力向

上等の改革案について検討を行い「専攻等支援事務の在り方について（最終報告）」

を策定した。これに基づき，平成 25 年４月から順次実施することとした。 

 

○事務職員の能力向上に向けた取組 

・事務局における業務の効率アップと質の向上及び組織文化の改革に向けて，業務

改善を継続的に進め，業務改善活動として，ボトムアップ型のグループ等提案型

業務改善29件及び組織全体として取り組む事務局横断型業務改善の事務局パワー

アップ・アクション・プラン（第一期計画）31 件を実行した。 

・事務局パワーアップ・アクション・プランについて実施状況を点検し，点検結果

を踏まえ，第二期計画を策定した。また，業務改善等に従事した非常勤の職員に

対し，職務表彰の対象を拡大し，２名の非常勤の職員の表彰した。 

・平成 24 年度より，事務職員の中堅研修を東京海洋大学及び政策研究大学院大学と

合同で実施した。参加者が他大学職員との交流や相互研鑽を行うことが可能にな

り，結果として研修効果が向上し，及び今後の事務職員の業務運営を改善するこ

とができた。 

 

 

２．「共通の観点」に係る取組状況 

○戦略的・効果的な資源配分，業務運営の効率化を図っているか。 

【学長・機構長等の裁量の予算，定員・人件費の設定状況】 

（裁量予算について） 

平成 22 年度から平成 24 年度にかけては戦略的・効果的な業務運営を行うため，

学長裁量経費及び重点施策実施経費を学内の諸課題である「安全」，「環境整備」等

７つの分野で優先度等の高い事業に配分し，特に東日本大震災の影響を踏まえ，福

島原発事故による放射線被曝測定事業の現地での実施や学内建物の耐震工事等を実

施した。 

 なお，平成 25 年度予算においては，従来の学長裁量経費に加え，「大学改革を推

進するための経費」として，全学共通分の 2%相当から 3%相当（785,681 千円）へ拡

充する等，学長のリーダーシップがこれまで以上に発揮できるような財政基盤の充

実を図った。 

（裁量スペース（物的資源）について） 

平成 22 年度に新たに学長裁量スペース 107 ㎡確保し，学内全体として 12,429 ㎡

を確保し，平成 23 年度には新規確保分を含め，学内全体として 12,465 ㎡確保した。

平成 24 年度は新たに 6,438 ㎡確保し，学内全体として 18,903 ㎡確保した。 

学長裁量スペースの研究利用について，間接経費年間 300 万円当たり１単位（25

㎡）の使用料免除による提供の申請を可能とし，この基準に満たない場合の有料に

よる研究利用も含め，規則を制定した。また，本学すずかけ台キャンパスにある J3

レンタルラボについては利用申請の有資格者として，本学の専任教員と共同研究等

を行う外部機関についても認めることとした。平成 24 年度には，学長裁量スペース

の確保及び使用等に関する規定について，田町地区及びすずかけ台 J3 レンタルラボ

を含めた規則制定を行った。 

（裁量の定員・人件費について） 

学長裁量ポスト（ポイント）として教授ポスト 20 名分（20 ポイント）を確保し，

教育研究活動の推進，大学マネジメント等への必要性等について役員会において審

議，決定し，その運用状況を部局長等会議，教育研究評議会及び経営協議会に報告

した。 

 学長裁量ポスト（戦略的・効果的な資源配分の一貫として）の配分は以下のとお

り実施した。 

 ＜平成 22 年度＞ 

○大学院理工学研究科理学系 教授１，准教授１  

○大学マネジメントセンター 教授１ 

○大学院総合理工学研究科 教授１     

○原子炉工学研究所 教授１，准教授１，助教１ 

 ○像情報工学研究所 教授１        
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○リベラルアーツセンター 教授１ 等 

 ＜平成 23 年度＞ 

 ○大学院理工学研究科工学系 准教授２   

○資源化学研究所 教授１ 

 ○大学院情報理工学研究科 准教授１    

○大学マネジメントセンター 教授２，准教授１ 

 ○大学院生命理工学研究科 准教授１ 等 

 ＜平成 24 年度＞ 

 ○大学院理工学研究科工学系 教授１，准教授２  

○保健管理センター 准教授１ 

 ○元素戦略センター 准教授３       

○大学マネジメントセンター ２（ポイント） 等  

 

○外部有識者の積極的活用や監査機能の充実が図られているか。 

【外部有識者の活用状況】 

経営協議会学外委員から受けた，本学の課題となる事項に係る意見を活用するこ

とにより，大学運営の改善を図っている。主な活用例を以下に示す。 

・平成 25 年度に，学生のアウトカム像に合致したキャリア能力養成等を一元的に

実施することを目的とした「イノベーション人材養成機構」の設置を決定した。 

・教育改革について，学長及び役員が教授会等に出向き，執行部の方針の伝達及

び意見交換を行ったり，全学説明会を開催する等，教職員とのコミュニケーシ

ョンの機会を設けた。 

外部有識者の活用の１つである監査機能の充実については，後述「1-2-3.監査機

能の充実」に記載。 

 

【経営協議会の審議状況・運営への活用状況及び関連する情報の公表状況】 

経営協議会において重要な経営事項等を審議するとともに，議事要録を大学オフ

ィシャルホームページ（http://www.somuka.titech.ac.jp/somu/keieikyogikai/ 

index.htm）に公開している。 

経営協議会の運営への活用状況については，前述「1-2-1.外部有識者の活用状況」

に記載。 

 

 

【監査機能の充実】 

従来，内部監査室は兼務職員による組織であったが，監査体制の強化を図るため，

平成 23 年度に専任の室員１名を配置した。平成 24 年度には，事務局の「部」には

属さない監査事務室の職員（室長，グループ長を含む３名の専任職員）を内部監査

室の室員に充てる体制を確立し，年間を通じて内部監査を実施し，その結果を四半

期ごと部局長等会議で報告して再発防止を徹底する等，監査体制の充実と強化を図

っている。 

監事による監査に関しては，毎月書面監査を実施するとともに，全部局でヒアリ

ングを実施し状況を把握することを努めている。また，１年間の監事監査結果を学

長に報告し，監事監査報告での指摘事項について全学的に改善を図り，大学運営に

反映させている。 

会計監査人による監査結果の活用については，会計監査法人による平成 21 年度期

末～平成 24 年度期中監査を踏まえ，業務システムに関わる IT 統制要項の制定や，

事務部門の連絡・確認体制の整備等を行い，懸念される問題の解決を図った。 

 また，平成 24 年度から２年間の複数年で会計監査法人の選定を行い，これまでよ

り中・長期的な観点から大学運営に関わる対応を行っている。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
 ① 外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標 

 
中
期
目
標 

○ 外部研究資金・寄附金を増加させるとともに，その他の自己収入を継続的に確保し，財政基盤を強化する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【54】外部研究資金を重点的・継続的に獲

得するための戦略を策定し，外部研究資

金申請を奨励・支援する。また，「東京

工業大学基金（東工大基金）」をはじめ

寄附募集の体制を充実するとともに，授

業料や検定料等の自己収入を確実に確

保する。 

【54-1】外部研究資金を重点的・継続

的に獲得する戦略を実施するととも

に，必要に応じて見直しを行う。 

Ⅲ ●科学研究費補助金採択向上を目的として，以下の支援を実施した。 

・若手研究者の科学研究費補助金公募支援として科研費計画調書書

き方講座を開催した。（全 12 回。参加者数：70 名） 

・新たに科学研究費補助金の不採択 A評価者の内，希望者を対象に，

科研費計画調書査読講座を開催した。（全 14 回。参加者：20 名） 

・科学研究費補助金獲得支援として，ヒアリング対象者の内，希望

者３名にリハーサルを実施し，３件（特別推進研究 1件，基盤研

究（S）２件）が平成 24 年度に採択された。 

●平成 23 年度に取りまとめた科学研究費補助金採択向上の取組に

基づき，科学研究費補助金獲得時のインセンティブ付与として，

個々の科学研究費補助金の間接経費の 10％相当額を研究代表者

の所属部局へ配分した。 

●外部研究資金を重点的・継続的に獲得する戦略の一つとして，総

合プロジェクト支援センター，研究支援管理室が申請等の支援を

行い，以下のプロジェクトに採択された。 

・東工大元素戦略拠点（TIES：Tokodai Institute for Element 

Strategy）が平成 24 年度元素戦略プロジェクト＜研究拠点形成型

＞に採択された。  

・地球生命研究所（ELSI:Earth-Life Science Institute)が文部科

学省の平成 24 年度世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI)

に採択された。 

●研究支援管理室により，テニュアトラック普及・定着事業「個人

選抜型」への申請支援を行い，２名が採択された。 

 

 

【54-2】東工大基金における新しい寄

附募集の実施体制を確立する。 

Ⅲ ●社会連携の推進と東工大基金の充実を図り，平成 25 年度に「社会

連携本部」を設置することを決定し，関連する規則を策定した。 

 

 

【54-3】東工大基金における募金活動 Ⅲ ●社会連携本部企画委員会準備会を設置し，これまでの募金活動を  
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を検証し，企業及び個人への募金活

動を推進する。 

検証し，新たな方針を検討した。 

●本学への全般的な寄附に加え，企業から複数年スポンサーとして

支援してもらう具体的な寄附メニューを整備して，新たな募金活

動を展開した。 

 

【54-4】自己収入を確実に確保するた

めの方策を実施するとともに，必要

に応じて見直しを行う。 

Ⅲ ●田町地区に設置している自動販売機について，設置運営業者を選

定する公募を実施し，１社の業者選定を行った。その結果，財産

貸付料について，平成 23 年度比約３倍の増加（約 92 万円）とな

った。  

●講義室・会議室等の一時・年間貸付について，電気料の値上げに

伴い，基本料相当分も徴収することとした。  

●大岡山・田町地区の屋外イベントスペース等の一時貸付料につい

て，平成 23 年度比 8.31％の値上げを実施した。併せて年間貸付

についても貸付単価の値上げ及び学外貸付の許可範囲の拡大等の

見直しを行った。 

●キャンパス・イノベーションセンター専有利用スペースについて，

本学所有となったことから，スペース利用料の値上げを実施した。 

●スマートフォンの拡大に伴い，アンテナ基地局の設置について関

係部局の理解を得ながら，積極的に貸付を行うこととした。その

結果，平成 25 年度に田町地区にアンテナ基地局の設置に向けて，

設置業者との調整を開始した。 

 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
 ② 経費の抑制に関する目標 

 

中
期
目
標 

１．人件費の削減 
○ 「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成 18 年法律第 47 号）に基づき，平成 18 年度以降の５年間において国家公務員に準

じた人件費削減を行う。更に，「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」（平成 18年７月７日閣議決定）に基づき，国家公務員の改革を踏まえ，人件費
改革を平成 23 年度まで継続する。 

２．人件費以外の経費の削減 
○ 予算のより適切な執行管理を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 
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【55】「簡素で効率的な政府を実現するた

めの行政改革の推進に関する法律」（平

成 18 年法律第 47 号）に基づき，国家公

務員に準じた人件費改革に取り組み，平

成 18 年度からの５年間において，△

５％以上の人件費削減を行う。更に，「経

済財政運営と構造改革に関する基本方

針 2006」（平成 18 年７月７日閣議決定）

に基づき，国家公務員の改革を踏まえ，

人件費改革を平成 23 年度まで継続す

る。 

【実施終了】  【実施終了】  

【56】予算の執行状況等を精査するととも

に，コスト削減に取り組む。 

【56-1】基盤的な教育・研究経費の執

行状況について検証するとともに，教

育・研究に係る経常的な経費の執行状

況の検証を踏まえて配分の見直しを

行う。 

Ⅲ ●平成 24 年度予算執行計画及び平成 23 年度予算執行状況の作成を

事務局各部・各事務区に依頼の上，不必要な支出がないか事務局

各部・各事務区とヒアリングを実施し，引き続き経費節減に努め

るよう注意喚起した。同時に，事務局各事務区において予算執行

管理している基盤的な教育・研究経費の執行状況について，予算

詳細毎に検証した。その結果，平成 25 年度予算において，大学管

理に係る経常的経費（経常的大学管理業務経費）を，原則平成 24

年度比２％削減し，削減分を重点施策事項の実施経費に充当する

ことで，より戦略的な予算執行ができるよう策定した。 

 

 

【56-2】経常的経費のコストダウンに

つながる方策を実施する。 

Ⅲ ●国際交流会館の管理業務の仕様を見直した結果，契約金額が平成

23 年度締結した契約と比較して約 400 万円削減となった。 

●旅費業務の外部委託に伴う経費削減の効果は委託業者へのチケッ

ト手配率向上が鍵となるため，教職員に協力依頼の通知や「会計

事務に関する勉強会」においてアナウンスを行った。更に平成 25

年度委託業者の変更に伴う説明会（計８回）において協力依頼の

アナウンスを行い，説明会資料も大学オフィシャルホームページ

にアップし周知を図った。 

 

 

【56-3】調達業務の効率化方策を実施

する。 

Ⅲ ●大岡山地区の清掃及び警備業務の複数年契約を行い調達業務の効

率化を実施した。 

●コピー用紙（再生紙）については，これまで四半期毎に各部局の

予定数量を取りまとめ，調達手続き及び金額確定後に振替作業を

行っていたが，第２四半期から単価契約に変更した。これにより

各教員等は必要な時に必要な数量を発注出来るため，計画的かつ
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効率的な予算執行が可能となり，また，調達業務の効率化が図れ

た。 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(2) 財務内容の改善に関する目標 
 ③ 資産の運用管理の改善に関する目標 

 
中
期
目
標 

○ 資産活用計画を策定し，運用管理を行う。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【57】土地・建物等の資産活用計画を策定

し，有効に活用する。 

【57-1】引き続き全学視野に立った固

定資産の効率的・効果的な貸し出し

を行う。   

Ⅲ ●全学視野に立った固定資産の効率的・効果的な貸し出しを行うた

め，以下の取組を行った。 

・田町地区に設置している自動販売機について，設置運営業者を選

定する公募を実施し，１社の業者選定を行った。その結果，財産

貸付料について平成 23 年度比約３倍の増加（約 92 万円）となっ

た。 

・講義室・会議室等の一時・年間貸付について，電気料の値上げに

伴い，基本料相当分も徴収することとした。 

・大岡山・田町地区の屋外イベントスペース等の一時貸付料につい

て，平成 23 年度比 8.31％の値上げを行った。併せて年間貸付に

ついても貸付単価の値上げ及び学外貸付の許可範囲の拡大等の見

直しを行った。 

 

 

【57-2】引き続き土地・建物等の有効

活用策を策定し，可能なものから実

施する。 

Ⅲ ●土地・建物等を有効活用するため，以下の取組を実施した。 

・遊休不動産の売却の１つとして廃止した猿楽荘について，譲渡照

会先より利用希望がなかったため売却支援業務を専門業者に依頼

し，売却に向けて準備を進めている。 

・キャンパス・イノベーションセンターの空室について，学内の学

長裁量スペースとして教育研究に利用することとした。 

・利用率が低調であり，収支差がマイナスとなっている創立八十年

記念会議室一般宿泊室について，平成 25年９月末での廃止を決定

し，その後の有効活用策を検討することとした。 
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 また，上記に加え以下のとおり策定し，実施した。 

・スマートフォンの拡大に伴い，アンテナ基地局の設置について関

係部局の理解を得ながら，積極的に貸付を行うこととした。その

結果，平成 25 年度に田町地区にアンテナ基地局の設置に向けて，

設置業者との調整を開始した。 

・キャンパス・イノベーションセンター専有利用スペースについて，

本学所有となったことから，スペース利用料の値上げを行った。 

 

【57-3】全学視野に立った宿舎の維持

管理について，検討を進める。 

Ⅲ ●全学視野での寄宿寮，外国人宿泊施設，職員宿舎の整備に係る必

要な措置について，宿舎整備検討委員会にて検討を開始した。 

 

 

【58】資金運用規程を整備し，基本ポート

フォリオの策定とその方針に基づいた

効率的・効果的な余裕資金の運用を行

う。 

【58-1】資金運用規程及びポートフォ

リオに基づき，利率の良い運用商品

の情報収集を行うとともに，運用益

確保のため効率的・効果的な余裕資

金の運用を行う。 

Ⅲ ●大学本体の運用に関しては，「特例公債法」及び「国家公務員の給

与改定臨時特例法」等の影響で，例年よりも運用することが困難

な状況ではあったが，流動性資金管理をきめ細やかに行い，超低

金利の運用環境の中，少しでも利率の良い金銭信託で運用を行っ

た。（短期運用）  

●基金の運用に関しては，平成 23 年度に引き続き利率の良い豪ドル

の為替で利率が決定する外国債券（円 100％償還）で運用を行っ

た。（長期運用）  

●証券会社が行うセミナーに参加し，積極的に情報収集を行った。  

●外国銀行に対する運用については，関東甲信越地区国立大学法人

等会計部課長会議（11 月開催）の協議事項に挙げ他大学の動向を

調査した結果，引き続き世界情勢及び他大学の動向を見ながら検

討することとした。 

●資金運用の結果，利息を 57,597,702 円受け入れた。 

（損益計算書ベース） 

 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  
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(2) 財務内容の改善に関する特記事項等 

１．特記事項 

○研究費獲得支援 

・平成23年度に取りまとめた科学研究費補助金採択向上の取組に基づき，科学研究

費補助金獲得時のインセンティブ付与として，個々の科学研究費補助金の間接経

費の10％相当額を研究代表者の所属部局へ配分した。 

・長期的な観点での基礎的・基盤的・萌芽的領域における研究の強化を目的として，

寄附金よりなる東工大130周年基金を原資としてイノベーションを生み出す“種”

の研究支援を行う「研究の種発掘」支援制度を新たに設け，16件を採択した。 

 

○東京工業大学基金目標 50 億円の達成 

本学の創立 130 周年事業を通じて，同窓力の強化を図るとともに，奨学金の充実，

教育研究環境の整備充実等を目的として「東京工業大学基金」を立ち上げ，産業界

及び個人等に対し募金活動を行い，その結果，目標額であった 50 億円を超える 50

億 8,200 万円の寄附が寄せられた。なお，基金は，教育研究の充実及びそのための

環境整備支援，学生等への奨学金等の支援を始めとする各種事業に供している。 

 

○管理的経費の抑制 

国際交流会館の管理業務を見直した結果，平成 23 年度に締結した契約額と比較し

て 400 万円のコストダウンを図った。 

 

○資産の有効活用 

・廃止を決定した猿楽荘の売却支援業務を専門業者に依頼し，売却に向けた準備を

進めた。 

・キャンパス・イノベーションセンターの空室を教育研究に利用可能な学長裁量ス

ペースとして利用することとした。 

・スマートフォンが普及してきたことに伴い，平成 25 年度に田町地区にアンテナ基

地局の設置に向けた調整を開始した。 

 

○自己収入の増加及び確保 

・田町地区に設置している自動販売機について設置運営業者の公募を行い，１社の

業者を選定した結果，財産貸付料について平成 23 年度比約３倍増加（約 92 万円）

した。 

・講義室・会議室の一時・年間貸付について，電気料の値上げに伴い，基本料相当

分も徴収することとした。 

・大岡山・田町地区の屋外イベントスペース等の一時貸付料について，平成 23 年度

比 8.31％の値上げ及び年間貸付についても貸付単価の値上げや学外貸付の許可範

囲の拡大を図り，財産貸付収入の増加を図った。 

 

○資金の運用 

・「特例公債法」及び「国家公務員の給与改定臨時特例法」等の影響により，例年よ

りも運用できる資金が減少する等，困難な状況であったが，流動資金管理をきめ

細やかに行い，超低金利の運用環境の中，少しでも利率の良い金銭信託で資金運

用を行った。 

・基金の運用に関し，平成 23 年度に引き続き利率の良い豪ドルの為替で利率が決定

する外国債券（円 100％償還）で運用した。 

・外国銀行に対する運用について種々の国際的な状況の調査を行い，引き続き世界

情勢等を見ながら検討することとした。 

 

 

２．「共通の観点」に係る取組状況 

○財務内容の改善・充実が図られているか。 

【資金の運用に向けた取組状況及びその運用益の活用状況】 

流動資金運用においては，安全性に配慮しつつ，効率的・効果的な資金運用を行

うことで超低金利の運用環境の中，受取利息比率は国立大学法人の中で全国トップ

クラスの運用益を確保し続けている。 

 また，東工大基金においてはその運用益を，学生の海外派遣や短期留学生受入支

援等への教育支援，若手研究者を対象としたイノベーションを生み出す“種”の研

究への研究費支援に資する貢献事業を実施した。 

 

【財務情報に基づく財務分析結果の活用状況】 

毎年，各年度の財務分析結果を「財政レポート」として，わかりやすい形にまと

め，役員会，経営協議会に付議し，大学オフィシャルホームページに公表している。 

財務状況を分析した中で得られた課題に対して，平成 24 年度決算においては，光

熱水料等を業務費・一般管理費の使途別に分けて集計を行う等，国民により正確な

情報を提供するよう努めている。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
 ① 評価の充実に関する目標 

 
中
期
目
標 

○ 評価活動を通じて，教育研究等の大学の諸活動の活性化に資する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【59】自己点検・評価や第三者評価等を通

じて，教育研究の質及び水準の高さを保

証し，その向上に繋げるとともに，業務

運営の改善を行う。 

【59-1】各部局等において，策定し

た年度計画を実施し，自己点検を行

って，発展・改善のための次年度計

画を策定する。 

Ⅲ ●各部局等は策定した年度計画を実施した。また，平成 24 年度の実

施結果について自己点検を行い，平成 25年度計画の策定を行った。 

 

【59-2】第２期中期目標・中期計画

の実施状況について，中間進捗確

認を行う。 

Ⅲ ●第２期中期目標・中期計画の実施に係る中間進捗状況確認要領を策

定した。これに基づき，各担当室等及び各部局が作成した第２期中

期目標・中期計画の実施状況に係る報告書（所定様式）により進捗

確認を行った。 

 

 

【60】各教職員の適正な評価を実施し，評

価結果のフィードバック及びインセン

ティブ付与により，活動意欲の向上や業

務の取組改善に繋げる。 

【60-1】各教職員に対する評価を実

施し，その結果について各部局等

の実情に応じたフィードバックを

行うとともに，優れた実績のある

教職員に対し，インセンティブを

付与する。 

Ⅲ ●教員個人評価については，平成 25 年２月に各部局等に対して実施

状況調査を行った。  

（フィードバック：７部局で実施，インセンティブの付与：10 部

局で実施）※全 11 部局  

●教員個人の業績を評価し，各種表彰制度を引き続き実施した（挑戦

的研究賞，教育賞，特別賞，報奨金制度）。  

●平成 22 年度に試行した事務職員評価について，平成 23 年度に検討

した結果，見直しを要したため，改良案をもって平成 24 年度に事

務職員評価を実施した。  

●非常勤の職員（短時間勤務職員及び特定有期雇用職員）に対する職

務表彰について，常勤職員の職務表彰規定を準用する規則を定める

ことにより，事務職員と協働で業務改善等に従事した補佐員等に対

して，職務表彰を行えるようにした。  

●大学の業務運営に貢献し，成績顕著と認められた事務職員を対象に

職務表彰を実施し，11 件・12 人を表彰した。  

●事務職員の業務改善に係る職務表彰を実施し，６件・10 人を表彰

した（うち２件・２人，非常勤の職員を含む）。  

●技術職員評価を実施し，評価結果は，個別面談にて各職員へフィー

ドバックした。  
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●高校教員評価を実施し，評価結果は，個別面談にて各教員へフィー

ドバックした。また，全体的な統計結果を平成 25 年２月の職員会

議へ報告した。 

 

【60-2】評価プロセスを必要に応じ

て見直し，順次実施する。 

Ⅲ ●評価プロセスを見直した結果，各部局等の PDCA サイクルをより効

果的に継続していくための仕組みを構築し，さらに発展させた。  

・国立大学法人評価結果を受けた「法人運営活性化支援分」の一部を

財源として，各部局等にインセンティブを配分する仕組みを確立し

た（平成 23 年度）。  

・平成 23 年度は「第１期中期目標期間における教育研究の評価結果」

に応じてインセンティブを配分し，平成 24 年度はそれをさらに発

展させ，「研究費の獲得状況」や，「部局毎の年度計画実施状況」及

び「教員個人評価に基づくインセンティブ付与・フィードバックの

実施状況」についてもポイント化し指標に取り入れた。 

・配分を行うことにより，教員個人評価の結果に応じたインセンティ 

ブの付与や，自己点検・評価で課題とした事項の対応等に活用する

ことを見込んでいる。 

・平成 23 年度は 24 部局等に 1,123 万円を配分し，平成 24 年度は 24

部局等に 2,760 万円を配分した。  

●技術職員評価については，平成 23 年度に変更した様式を用いて， 

各センターの状況に応じて，実効性のある面談を実施した。  

●高校教員評価については，職員会議への報告に対する意見を反映

し，評価プロセスの見直しを，平成 25 年度以降に検討することと

した。 

 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標 
 ② 情報公開や情報発信等の推進に関する目標 

 
中
期
目
標 

○ 大学の情報を広く発信するとともに，戦略的広報により東工大ブランドを向上させる。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 
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【61】広報ポリシーに即した戦略的広報を

全国的・国際的に展開する。 

【61-1】広報活動ポリシーに即した

広報活動について，可能な方策を

実施する。 

Ⅲ ●広報活動ポリシーとして表明した１～３の事項に即して，以下の戦

略的取組及び改善の取組を行った。 

・本学の教育・研究および社会貢献に関する活動及び成果を学内外に 

積極的に発信する。 

－（戦略）大学オフィシャルホームページのトップページデザイン

を変更し，研究成果をメインに旬の情報，教育の取組，学生の活躍

等を取り上げた結果，トップページ及びオフィシャルサイト全体へ

のアクセス数が向上した（トップページ：従来比 10 倍程度，オフィ

シャルサイト全体：従来比 1.2 倍程度）。 

－（戦略）蔵前工業会（本学同窓会）と如水会（一橋大学同窓会）

が広島で開催する「第４回蔵前・如水会合同移動講座」において，

中国地区における本学と一橋大学の知名度向上及び志願者増を目的

として合同で広報活動を行った（参加者数:600 名）。 

－（改善）内容の重複解消，作成経費削減の視点から，以下のとお

り，刊行物の見直しを行った。  

※「概要」・「東工大早わかり」を統廃合して，新たに「東工大ハ

ンドブック」を発行  

※"TOKYO INSTITUTE OF TECHNOLOGY Outline"，"Tokyo Institute 

of Technology"，"Tokyo Institute of Technology at a glance"，

"Twittering on Tokyo Institute of Technology"を統廃合して，

新たに"OVERVIEW"を発行  

・学外への情報発信のうち，海外への発信は特に重要事項として行う。 

－（戦略）海外メディア向けのプレスリリースを開始し，複数のメ 

ディアで本学の研究成果が取り上げられた（掲載メディア名：

Science Daily，AZO Nano.com，ENGINEERING World）。 

－（戦略）BBC WORLD NEWS 「Click」のロボット特集に本学の研究

室が出演した。  

・発信するべきことがらは，適切なタイミングで正確かつ分かりやす

く情報提供を行う。 

－（戦略）研究成果について，積極的にプレスリリースを実施した

（62 件）。  

－（戦略）記者懇談会，記者発表を定期的に開催し，本学の活動及

び成果を適切なタイミングで正確かつ分かりやすく情報提供した

（計 12 回開催）。 

 

 

【61-2】広報の実施体制について， Ⅲ ●（戦略）平成 25 年度の大学オフィシャルホームページの本格リニュ  
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必要に応じて見直しを行う。 ーアルを目的として，業者選定コンペティション，コンテンツ策定

を目的としたワークショップ等を開催した。  

●（改善）技術に精通し，専門的見地から助言・指導ができるスタッ

フを Web 業務チームとして広報センターに配置し（技術職員１名，

広報推進員２名），大学オフィシャルホームページの維持管理，各部

局等の web 担当者への助言・指導を行った。   

●（改善）アドミッションセンターにおける入試広報と広報センター

における大学広報の連携強化を目的として，両センターが協力して

新たに学部入学説明会開催時に学生ガイドによるキャンパスツアー

を開催した。  

●（改善）平成 24 年度に発生したサイバー攻撃，火災等の発生を受け

て，「セキュリティポリシー監査専門委員会」を改組し，「情報セキ

ュリティ監査・危機管理専門委員会」の下に，「情報セキュリティ監

査・危機対応チーム」を設置した。広報担当者として，前者に評価・

広報課長，後者に Web チームが参加した。 

 

【62】2011 年の創立 130 周年記念事業を

契機として，教育研究活動並びに大学運

営に関わる情報や成果を更に発信する。 

【62-1】各種広報活動を実施すると

ともに，必要に応じて見直しを行

う。 

Ⅲ ●大学と卒業生の絆を深めるため，ホームカミングデイを大岡山・す

ずかけ台の両キャンパスで開催し，講演会，研究室公開，キャンパ

スツアー等を実施した。  

●東工大基金への寄附等本学へ支援・協力頂いている方々に対して開

催する「東京工業大学 感謝の集い」において，学生の活動紹介や

博物館見学等を実施した。  

●創立 130 周年記念事業の一環で発行した「東工大 130 年史」を配布

した（本誌：約 700 部，別冊：約 3,800 部）。  

●社会連携センターの諸活動に加えて，「東工大 130」事業において実

施した東工大基金の募金活動，同窓力強化事業等を通じて培った社

会とのネットワークを継続・強化することを目的として，「社会連携

本部」を設置することとし，卒業生や企業向け広報活動を行う体制

を整備した。 

 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  
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(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する特記事項等 

１．特記事項 

○各部局の取組に応じた資源配分 

国立大学法人評価結果を受けた法人運営活性化支援分の一部を財源とし，改善等

に対するインセンティブを高めるための予算を各部局等に配分した。各部局等はこ

れに基づき，表彰制度の新設，研究環境の改善等を進め，教育研究の質の維持・向

上に繋げた。このインセンティブの配分は，研究費の獲得状況，部局毎の年度計画

実施状況及び教員個人評価に基づくインセンティブ付与・フィードバックの実施状

況を点数化して行い，意欲を高めるように努めた。 

 

○第２期中期目標・中期計画に係る中間進捗確認の実施 

第２期中期目標・中期計画の中間進捗状況確認の実施について検討し，確認の基

となる「中間進捗状況確認要領」を策定し，これに基づき，各担当室等及び各部局

が進捗確認を行った。第２期後半３年間の順調な計画実施に寄与することを目的と

したもので，前半終了時点での全体の進捗状況の把握が可能となった。 

 

○職務表彰の対象拡大 

職務表彰規定を準用する規則を定め，事務職員と協働で業務改善等に従事した非

常勤の職員に対し，職務表彰を行った。業務改善に係る職務表彰６件・10 名のうち

２件・２名について，非常勤の職員が対象となった。 

 

○大学オフィシャルホームページトップページのデザイン変更 

大学オフィシャルホームページトップページのデザインを変更し，研究成果をメ

インに旬の情報，教育の取組，学生の活躍等を取り上げた結果，トップページ及び

オフィシャルホームページ全体へのアクセス数が増加した（トップページ：従来比

10 倍程度，大学オフィシャルホームページ全体：従来比 1.2 倍程度）。 

 

○刊行物の見直し 

掲載内容の重複解消，刊行物に対する読者・ターゲットの見直し等の視点から，

以下の刊行物の見直しを行った。 

・「概要」・「東工大早わかり」を統廃合して，新たに「東工大ハンドブック」（日本

語）を発行した。 

・“TOKYO INSTITUTE OF TECHNOLOGY Outline”，“Tokyo Institute of Technology”，

“Tokyo Institute of Technology at a glance”，“Twittering on Tokyo Institute 

of Technology”を統廃合して，新たに“OVERVIEW”（英語）を発行した。 

 

○海外への積極的な情報発信 

・海外メディア向けのプレスリリースの配信を開始し，複数のメディアで本学の研

究成果が取り上げられた。   

・BBC WORLD NEWS 「Click」のロボット特集に本学の研究室が出演した。 

 

○教育研究成果の発信 

・東京工業大学 公開講演会「東工大の最先端研究」シリーズ 講演会を開催した（第

一期：計８回・延べ 858 名参加，第二期：計７回・延べ 536 名参加）。 

・高校生・一般向け公開講演会「東工大が誇る若手研究者たち」を開催した（公開

講演会：７日間（計 13 講演），延べ約 414 名参加）。 

 

○地域社会への貢献 

 大田区との基本協定に基づく社会貢献，地域の一員としての社会貢献の一環とし

て，以下の取組を実施した。 

・初等理科教育支援活動（計３回） 

・防災訓練への地元住民の参加 

・桜花鑑賞（５日間） 

 

 

２．「共通の観点」に係る取組状況 

○中期計画・年度計画の進捗管理，自己点検・評価の着実な取組及びその結果の法

人運営への活用が図られているか。 

【中期計画・年度計画の進捗状況管理の状況】 

年度計画については，年度途中及び年度末に年度計画策定担当の企画室と年度実

績報告書作成担当の評価室がそれぞれの立場で進捗状況を確認している。その結果

は各担当者にフィードバックし，計画の着実な実施及び翌年度計画の策定に繋げて

いる。 

また，平成 24 年度は，第２期中期目標期間の前半終了年度となることから，中期

目標・中期計画の進捗状況確認を実施した。「中間進捗状況確認要領」を策定し，各

担当室等及び各部局がこれに基づき進捗確認を実施，前半終了時点での全体の進捗

状況を把握した。 

各担当者が行う進捗状況の入力や根拠資料の登録，企画室・評価室が行う確認結

果のフィードバックは「東工大大学情報データベース」において行うことで，業務

の効率化を図った。 
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【自己点検・評価の着実な実施及びその結果の法人運営への活用状況】 

〈中期目標・中期計画・年度計画〉 

年度計画の実施状況については，各担当者が自己点検・評価を行い，その結果を

評価室が検証している。第２期中期目標期間からは，実施状況と併せて「今後の課

題」についても抽出し，改善点を明確化することとした。また，自己点検・評価の

結果は「進捗状況確認資料」として根拠資料等を含めて取りまとめ，役員会等で説

明する等学内で共有し，法人運営に活用した。 

〈自己点検・評価報告書「東工大の今－Tokyo Tech Now－」〉 

全学及び各部局等の自己点検・評価の結果を「東工大の今－Tokyo Tech Now 

2010－」として取りまとめ，平成 22 年９月に公表した。なお，この自己点検・評価

において抽出された課題の改善状況については，年１回集約を行い，大学オフィシ

ャルホームページに掲載し，学内で共有するとともに法人運営に活用した。 

〈教員個人評価〉 

 教員個人評価は各部局等が状況に合わせて実施しており，その実施状況について，

毎年度調査を行っている。この調査結果を法人運営への活用状況としては，部局に

照会している評価の実施状況の調査結果を取りまとめ，評価室において，法人運営

へどのように活用していくか等の検討を進めていく予定である。 

〈専門職大学院認証評価〉 

平成 21 年度に受審した専門職大学院認証評価において，「問題点（検討課題）」（教

育目標の達成に向け，一層の改善・改革の努力を促すために提示された事項）とし

て指摘された事項に順次取り組み，研究科独自の中期計画の策定や教員・授業科目

の一層の充実等，改善を行った。 

 

【国立大学法人評価結果における指摘事項への対応状況】 

平成22年度評価において課題とされた，過年度において研究費の不適切な経理処

理があったことについての対応を，法人の重要事項と位置付け，適正な経理処理に

取り組んだ。 

外部委員を含む特別調査委員会を設置して，原因究明及び再発防止に向けた徹底

的な調査を行い，結果を公表するとともに，平成24年１月に「研究費不正防止対策

検討委員会」を設置，本学の不正防止対策の現状を検証し，実効的な強化策を検討

した。「教育研究資金不正防止計画」の見直し等，積極的な取組を進めてきた。また，

これらの取組を社会に向けて情報発信するため，大学オフィシャルホームページに，

事実関係の説明と現在の対応状況，今後に向けた対策をまとめて掲載した。 

平成23年度評価において課題とされた，学内ガバナンスの十分な発揮については，

平成 24 年度初頭から改善策を順次実施した。学長選考に際しては，選考ルールを見

直し，公開ヒアリングを経て最終候補者を選考した。執行部と構成員の意見交換の

場として，キャンパスミーティングを開催，学長ご意見箱や監事への情報提供窓口

を設置し，構成員が意見を述べる機会を増やした。平成 24 年 10 月に新学長が着任

し，新たな取組として，学長・理事が各教授会に出向き，執行部の方針の伝達及び

意見交換を行った。組織面では，監査事務室，コンプライアンス室，危機管理室に

専任職員を配置し，運営体制を整備・強化した。 

 

○情報公開の促進が図られているか。 

【情報発信に向けた取組状況】 

１．教育・研究・社会貢献に関する積極的な情報発信 

・大学オフィシャルトップページのデザインを変更し，研究成果をメインに旬の情

報，教育の取組，学生の活躍等を取り上げた結果，トップページ及びオフィシャ

ルサイト全体へのアクセス数が増加した（トップページ：従来比 10 倍程度，オフ

ィシャルサイト全体：従来比 1.2 倍程度）。 

・プレスリリースを積極的に実施した（【年度別件数】平成 22 年度：49 件，平成 23

年度：70 件，平成 24 年度：62 件）。 

・記者懇談会・記者発表を定期的に開催した【年度別件数】平成 22 年度:６件，平

成 23 年度：12 件，平成 24 年度：12 件）。 

２．海外への情報発信 

・帰国した元留学生に向けて，メールニュースを配信した。 

・海外メディア向けのプレスリリースを開始し，複数のメディアで本学の研究成果

が取り上げられた。 

 

【教育情報の公表について】 

平成 22 年６月 15 日に公布された「学校教育法施行規則等の一部を改正する省令」

に基づき，公的な教育機関としての社会に対する説明責任を果たすとともにその教

育の質を向上させる観点から，入学者に関する受入方針（アドミッションポリシー），

教育課程の編成・実施方針（カリキュラムポリシー）及び学生が修得すべき知識や

能力に関する情報（ディプロマポリシー）を含む公表すべきとされた教育情報を大

学オフィシャルホームページにおいて公表している。 

さらに，平成 24 年 11 月からは，大学の多様な教育活動の状況をより分かり易く

情報公開するため，公開データの拡大や大学オフィシャルホームページのレイアウ

トのリニューアルを行った。その結果，ステークホルダーが情報を迅速に収集でき

ることになっただけでなく，学内関係者が教育情報を把握しやすくなり，教育改善

に結びつけることが容易となった。 
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Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 
 ① 施設設備の整備・活用等に関する目標 

 

中
期
目
標 

○ 魅力ある教育・研究環境の確保及び戦略的な施設設備の整備，活用，維持保全を行う。 
○ 環境負荷低減型キャンパスの構築を推進する。 
○ 安心・安全なキャンパス整備を図る。 
○ 教育研究の高度化に資するため，情報セキュリティ対策を含め学術情報基盤を強化する。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【63】教育研究活動に必要な施設設備の整

備及び適切な維持管理等施設マネジメ

ントを推進する。 

【63-1】引き続き，グリーンヒルズ

２号館（グリーンマテリアルイノ

ベーション棟）の建設を進める。

Ⅲ ●グリーンヒルズ２号館（グリーンマテリアルイノベーション棟）の建

設を順調に行った。 

 

【63-2】引き続き学内スペースの調

査・分析を行い，新たな学長裁量

スペースの確保を行う。 

Ⅲ ●環境エネルギーイノベーション棟，J3 棟の教員等の移転に伴う移転

後のスペースを調査をし，その面積等の分析を行い，その結果，本館

や他の建物から 2,447 ㎡の学長裁量スペースの確保を行った。 

●田町地区キャンパス・イノベーションセンターに新たに学長裁量スペ

ースの確保を行った。 

 

 

【63-3】適切な維持管理等施設マネ

ジメントを推進する。 

Ⅲ ●適切な維持管理等施設マネジメントを推進するため，これまで分散し

ていた規定を整理・統合し，学長裁量スペースの「確保に関する規則」

と「使用等に関する規則」を制定したこと，及びこれに合わせ，研究

利用と研究利用以外の使用料の格差を是正し減免措置の明確化を図

った。  

●適切な維持管理等施設マネジメントを推進する方策の一つとして，本

学の将来構想に基づくキャンパスの総合的な整備計画について検討

するため，学長の下に「キャンパス整備計画室」を設置することとし

（平成 25 年４月），併せて施設老朽化対策費の財源確保の方策につい

ても検討することとした。  

●平成 24 年４月に，本学と産業界がコラボレートし研究プロジェクト

を行う産学連携の新たな拠点として，すずかけ台地区に「東京工業大

学レンタルラボ」の稼働を開始した（計 21 室，延 1,526.9 ㎡を有料

で供用。80％が稼働。）。 

●本館改修工事に伴う教員の移転先として学長裁量スペースを充てた。 

 

 

【64】大岡山・すずかけ台・田町の各キャ

ンパスの総合的な利用計画を策定する。 

【64-1】「キャンパス・マスタープ

ラン事後評価 WG」の結果を踏まえ，

Ⅲ ●キャンパス長期計画の見直しについての検討を行い，大岡山正門周辺

整備，スペースチャージ，長期修繕計画を先行的に見直すことを決定
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引き続きキャンパス長期計画の見

直しについて検討を行う。 

した。 

●施設整備専門班の組織を見直し，本学の将来構想に基づくキャンパス

の総合的な整備計画を策定するため，平成 25 年度に学長の下，キャ

ンパス整備計画室を設置することを決定し，各キャンパスの整備計画

等の策定することとした。 

 

【65】PFI（Private Finance Initiative）

事業により，合同棟３号館（すずかけ台

地区）を整備する。 

【65-1】PFI 事業により産学共同研

究棟（Ｊ３棟）の維持管理を行い，

供用を開始する。 

Ⅲ ●大学側の PFI 担当者１名と，すずかけ台 PFI サービス株式会社とで維

持管理業務を行い供用を始めた。 

 

 

【66】省エネルギー対策として施設設備の

エコ改修のほか，キャンパスの緑地保全

の実施等により，環境負荷を低減する。 

【66-1】前年度の検討結果を基に，

CO2 削減対策を策定し，試行する。

Ⅲ ●平成 23 年度の検討結果を基に平成 24 年度の CO2 削減対策として，耐

震改修工事を行う建物の設備台帳（電気・機械設備一覧表）を用い，

効率の悪い照明器具及び空調機等の更新を行った。この更新による削

減見込みは以下の通りである。  

－高効率照明器具の更新による CO2 削減量：35（t-CO2／年）  

－高効率空調機の更新により CO2 削減量：31（t-CO2／年）  

●理事・副学長が就任していた省エネルギー推進室長を学長が指名する

副学長とする旨規定を改正し，結果，機動的な体制となり省エネルギ

ーを一層推進していくことが可能となった。  

●『省エネコンテスト』を開催した。「省エネ技術部門」「省エネアイデ

ィア部門」に分けて省エネアイディアを募集し，優れたアイディアに

対し表彰した。  

●省エネ活動推進のための電気料金一部還元（負担）制度の導入を決定

した。 

 

 

【67】インフラストラクチャーを整備・充

実するとともに，施設の安全性の確保並

びにユニバーサルデザイン化を推進す

る。 

【67-1】インフラストラクチャーを

整備するとともに，施設の安全性

を確保する。 

Ⅲ ●大岡山キャンパス本館において時計塔の耐震改修を行った。    

●すずかけ台キャンパス G1 棟は耐震改修の他，インフラ整備として機

械設備改修としてはエアコン・給排水管・スクラバーの更新，電気設

備は照明・火災報知器・各階分電盤改修を行った。  

●大岡山キャンパス南３号館の耐震改修工事は平成 25 年４月に完成予

定である。          

●戸田艇庫において耐震性が低く既存建物の特性上，耐震補強が困難な

ことから改築整備を行った。  

●大岡山キャンパス南１号館東側建物において耐震性が低く，耐震補強

が困難なことから地震による災害を防ぐ為，取り壊しを行った。  

●田町キャンパス芝浦寮において耐震性が低く地震による災害を防ぐ

為，取り壊しを行った。  
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●耐震補強工事の完了後もキャンパス整備についての検討を行い，（す

ずかけ台）精密工学研究所付近の工事として屋外階段へ手摺を設置し

た。また，（大岡山）緑が丘１号館前屋外階段も改修し，手摺を設置

しバリアフリー化を推進した。      

●すずかけ台キャンパス R3 棟のエレベーター改修工事を行った。   

●キャンパス内の点字ブロックの整備を行った。 

 

【68】教育・研究・運営に係る情報基盤を

一元化・高度化し，情報セキュリティを

確保しつつ情報の連携を高める。 

【68-1】情報セキュリティを考慮し

て，継続的に東工大ポータルの柔

軟な利用環境を整備する。 

Ⅲ ●認証・認可システムにおいて役職毎の権限管理機能を実装し，運用を

開始した。これによって非常勤教員等による包括契約ソフトウェアイ

ンストール時の利便性を向上させた。 

●東工大ポータルを通じた包括契約ソフトウェアの提供において，新規

リリースされた Windows8 のダウンロードに対応した。 

●東工大 IC カードの入館管理機能において生じた読み取りエラーの原

因を特定し，数社のシステムの改修を実施して継続的な運用を可能と

した。 

●IT サービスデスクによる問い合わせ窓口機能と問い合わせ内容の一

次切り分け機能の提供を継続的に実施し，利用者から高い評価を得

た。  

●東工大 IC カードの発行を学内で行うことが可能な環境を構築し，試

験運用を実施した。これによって申請から発行までの期間短縮を実現

した。 

 

 

【68-2】キャンパス共通メールシス

テムの安定性・利便性向上を推進

する。 

Ⅲ ●キャンパス共通メールシステムの安定性・利便性向上を図るための仕

様検討を行った。学内よりパブリックコメントを募集し，その結果を

仕様策定に反映させるとともに，寄せられたコメントへの対応策を取

りまとめ，学内に公表した。その結果に基づき，新たなキャンパス共

通メールシステムの調達を行い，教職員のメールボックス容量を

2.5GB から５GB へ拡大，ユーザインタフェースの改善，安定性の向上

を実現し，旧システムからの移行を完了した。 

 

 

【68-3】TSUBAME2.0 の運用経験によ

り，さらなる大規模シミュレーシ

ョンを実現し，またその結果を用

いてシステム全体の性能向上を図

る。 

Ⅳ ●平成 23 年度に引き続き種々のペタスケールコンピューティングの研

究を行い，『TSUBAME グランドチャレンジ大規模計算制度』を実施し

(４月：２件採択，９月：２件採択)，Graph500 では３倍に性能を向

上させて，平成 23 年度に引き続き世界のトップランク(世界４位)を

記録し，更には SDP(非線形の数理最適化のアプリケーション)におい

ても 11 月には 500 テラフロップス以上の世界記録を達成した。  
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●単精度演算では 15 ペタフロップス以上・TSUBAME2.0 の３倍以上の性

能向上を達成して，京コンピュータを抜き，我が国最高性能となる

TSUBAME3.0へ向けた中間アップグレードであるTSUBAME2.5の計画を

立案して，平成 25 年稼働開始の政府調達を開始し，平成 24 年度の補

正予算により必要な予算も確保した。  

●GPU の利用率を更に高めユーザの利便性を高めるために，世界標準と

目される新しい GPU 用の言語規格である OpenACC を，３社のスパコン

及びコンパイラベンダーと協力して日本では初めて導入及び運用配

備を行った。これにより，従来の Fortran，C 等で記述されたプログ

ラム資産を容易に生かすことが可能となり，利用率が 50％程度から

高まることが期待された。  

●各項目で当初の計画を大幅に大幅に上回る実績をあげ，世界トップレ

ベルの対外的な評価につながった。 

 

【68-4】「スパコン・クラウド情報

基盤におけるウルトラグリーン化

技術の研究推進」プロジェクトを

中心としてTSUBAME3.0へ向けた研

究開発を行う。 

Ⅳ ●平成 23 年度から継続の「ウルトラグリーンスパコン」のプロジェク

トにおいて，我が国のスパコンとしては初めてとなる油浸による効果

的なスパコンの省エネ冷却法の研究を進め，プロトタイプを更に発展

させ，クラスタ計算機として世界一の電力効率を持ちうる「TSUBME- 

KFC」の設計・調達を行い，学術国際情報センターの旧駐輪場に設置

した。KFC のプロトタイプでは，平成 23 年度の TSUBAME2.0 のゴード

ンベル賞のデンデライト凝固アプリケーションにおいて，約 3.8 ギガ

フロップス/ワットと，平成 18 年の TSUBAME1.0 の約 1,300 倍近い電

力効率を示し，現在世界トップの BlueGene/Q と比較しても倍近い効

率を示した。また，関連する JST-CREST における「Ultra Low 

Power-HPC」においては，平成 24 年度の終了にあたり，最高といえる

評価がなされた。以上に示したとおり，TSUBAME3.0 へ向けた研究開

発は予定より早く進んでいる。 

 

 

【68-5】TSUBAME2.0 を中心として他

センターと連携し，文部科学省で

推進している HPCI 計画及び学術

クラウド（サイエンスクラウド）

基盤において，研究開発と全国基

盤展開へ向けて中心的な役割を

果たす。 

Ⅳ ●学外では全国基盤センター等で構成される HPCI のセンター間連携に

よるサイエンスクラウドの本運用開始において，その基盤の仕様策定

や開発の主要な項目，特に HPCI 先端ソフトウェア運用基盤の構築に

おいて引き続きリーダ的役割を果たした。また，GPFS 側のストレー

ジの構成変更及びサーバの多重化により高信頼化を果たし，スパコン

及びクラウドホスティングサービスの更なる安定化をはかった。更に

は文部科学省の共用促進事業においては累計の企業利用が 100 社以

上に達し，最高評価である A判定を受けた。TSUBAME2.0 の登録ユー
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ザ数は学部生を入れると 7,000 人を超え，我が国の基盤センターとし

ては圧倒的な数を誇ることとなった。スパコンのアカウントをクラウ

ド的な用途で学部生を含め 7,000 人に与えている情報基盤センター

は他にはなく，「みんなのスパコン」として東工大内外にサービスを

安定・継続的に行った。以上の利用状況により，年度計画で想定した

ことを超えて，重要な役割を担った。  

●本学で開発・調達を行った TSUBAME の研究開発を進めることにより，

本学及び他大学の教育研究及び業務運営に寄与しているのみならず，

私企業の利用により産業イノベーションを手助けすることを通じて

幅広い社会貢献を行った。平成 24 年度の私企業利用による具体的な

成果の例としては以下のものがある。  

－清水建設株式会社：津波総合シミュレーションシステムにより，沿

岸部に立地する重要構造物の津波に対する構造安全性の検討や津波

対策の立案等を通して，津波防災に貢献していくことが可能となっ

た。  

－TOTO 株式会社：住宅水まわり機器の 気液二相流シミュレーション

により，実製品の水の流れを再現し，技術課題解決に寄与した。 

 

【68-6】東京工業大学 STAR サーチ

の安定的なサービス提供に継続

して取り組む。 

Ⅲ ●東京工業大学STARサーチにおいて，平成23年度に実装した新機能（検

索機能の強化，他システムとの連携，表示の改善及びデータ出力機能）

のリリースを行った。また，安定的なサービス提供を行うため，保守・

運用支援契約を締結し，システム障害の予防や他システムとの円滑な

連携，インタフェースの改善等を行った。さらに，平成 24 年度末で

保証期間が終了するサーバのリプレイスについて検討した結果，サー

バ保守及びメンテナンス等の管理コストが抑制され，システムの一層

の安定稼働を確保できることから，TSUBAME ホスティングへの移設を

行った。 

 

 

【68-7】T2R2 の統計機能，管理機能

を拡充し，次年度のサーバ更新の

際に必要な改善のためのデータ

を収集・解析する。 

Ⅲ ●T2R2 システムの統計機能，管理機能の拡充を目的として，以下の機

能等を公開した。  

－アクセス状況確認・通知機能（統計機能）  

－URL 登録機能，研究チームの業績一括管理機能等（管理機能）  

－登録サイトのメニュー構成等のレイアウト改善，検索エンジンへの

対応等（その他）  

●平成 25 年度のサーバ更新のため，T2R2 システムへのアクセス・ログ

を収集・解析し，必要となるハードウェアの機能を確認した。 
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【68-8】大学情報コンテンツの管

理・運用に関し，検討する。 

Ⅲ ●大学情報コンテンツの管理・運用を行うための方策を検討した結果，

大学情報コンテンツの現状を把握・分析及び大学情報活用センターの

企画・運営を行う専門知識を有する人材の必要性が明らかとなり，平

成 25 年１月に特任准教授１名を採用した。 

 

 

【68-9】キャンパスネットワークの

利便性，安全性，可用性の向上に

継続して取り組む。 

Ⅲ ●すずかけ台キャンパスから直接 SINET 接続を行い帯域が強化された

とともに，研究プロジェクトへの直接接続（特に L1 接続）サービス

を大岡山を経由せずに利用することが可能となった。  

●プロジェクト申請により SINET 線に 10Gb 線を追加した。従来の線と

お互いに冗長線と機能するように運用しており，12月に上位データ

センター内でファイバ不良が発生した時には，通信遮断をせずに生活

線，プロジェクト線での通信を継続できた。  

●ネットワーク，無線 LAN 装置について OS の更新(コアスイッチ３回，

エッジスイッチ２回，無線 LAN スイッチ１回)を行うとともに，稼働

状況の監視強化を行い，通信の安定化を図った。  

●支線側で設置費用を負担した分も含めて，キャンパス無線 LAN のアク

セスポイントが早いペースで増加し利用可能範囲が拡大している。た

だし増加の結果，冗長化を維持するためのライセンス数が不足する事

態となり，ライセンスの増強の検討を始めた。    

●WWWサーバ代行サービスの新サーバをTSUBAME上に移行する作業を平

成 23 年１月から開始し，平成 24 年 11 月に完了した。この移行によ

り利用サイトの高速化，OS，ソフトウェアの刷新が行われ，Web 

Firewall 配下の運用となった。  

●セキュリティ対策の啓蒙活動を継続して行った。 

 

 

【69】附属図書館の学術・参考資料を充実

するとともに，便利で快適な学習・調査

環境の整備等を行い，学習・研究支援機

能を強化する。また，外国雑誌センター

館として，学術雑誌を幅広く収集し，理

工学系の学術情報を発信する拠点とし

ての役割を果たす。 

【69-1】電子図書館システムを更新

し，オンライン上での利用環境を

改善する。 

Ⅲ ●平成 25 年１月より新システムの運用を開始した。新システムにおい

て以下の機能追加及び改善を行った。  

－蔵書検索システム（OPAC）における和書目次情報（日外アソシエー

ツ「BOOK」）や洋書目次情報（Bowker 社「Syndetec ICE」）との連携

及び書誌・目次情報の全文検索の採用による検索語の増強やレスポン

スの向上を図った。  

－従来より要望の出ていた利用者本人の図書貸出履歴閲覧や図書返

却期限通知メール送信機能を追加し，利便性の向上を図った。  

－利用者個人の読書記録を蓄積する機能や本の紹介文を図書館へ投

稿する機能を追加し，個人ポータル機能の充実を図った。  
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－学位論文データベースにおける本文公開促進のため，公開許諾書を

提出必須書類にすることに伴い，従来から図書館サービスシステム上

で提供している本学独自の公開許諾書出力・電子ファイルアップロー

ド機能に項目追加を行った。  

 

【69-2】図書館サービス及びデータ

ベース利用の講習会を引き続き実

施する。 

Ⅲ ●授業（コンピュータリテラシ，リサーチ・リテラシー演習，Academic 

Reading，計算化学情報演習，応用化学文献購読，Academic Writing，

セラミックス実験）への参加（24 回実施，1,187 名参加。），外部講師

によるデータベース講習会の開催（14回実施，96名参加。），研究室

への出張講習会（２回実施，19 名参加。）専攻オリエンテーションへ

の参加（14 回実施，822 名参加。），学内者向け館内案内と利用ガイダ

ンス（50 回実施，117 名参加。）を実施した。 

 

 

【69-3】企画展の開催やオープンキ

ャンパスへの協力を通じて親しみ

やすい場を提供する。 

Ⅲ ●大岡山・すずかけ台で図書館サポーターが推薦する図書の展示を４回

実施した（４月：「新入生にすすめる本」，８月～９月：「旅の本」，10

月：「Cross Cultures. 多様な文化を知ろう」，12 月：「推薦 レポ

ート・論文・プレゼンのコツをつかむ本」（12 月の企画は好評のため

展示期間を延長））。その他に，大岡山では５月に「新図書館特集」，

すずかけ台では１月に「2012 新着ペリパトス文庫のおすすめ本」の

各展示を実施した。  

●すずかけ祭，ホームカミングデイ，学部入試説明会において，図書館

の一般公開を行った。また，大岡山図書館では高校生のキャンパスツ

アーや学内外からの図書館見学希望者に対応し，計 194 回，2,563 名

を案内した。 

 

 

【69-4】図書館サポーター業務を拡

充し，効果的な活用を図る。 

Ⅲ ●図書館サポーター業務の幅を広げ，これまで行った業務（カウンター

業務，図書装備，書架整理等）の他に，生命理工国際大学院プログラ

ムのオリエンテーションで図書館の説明を行う講師補助，及び新たに

開始した東工大ブックレビューの投稿，Web サイトの一部翻訳，企画

展示のポスターや POP 作成等を行った。なお，図書館サポーターによ

る図書館案内は高校生や卒業生に好評を得た。 

 

 

【69-5】外国雑誌センター館の役割

を果たすとともに，電子図書や電

子ジャーナルのバックファイル等

を充実する。 

Ⅲ ●外国雑誌センター館会議を開催し，電子ジャーナル及びバックファイ

ルも含めた資料収集体制とすべく，資料収集方針の改訂作業を行っ

た。外国雑誌センター館幹事会での系別収集方針，細則等の検討を経

て，京都大学と共同で理工系資料収集方針案を取りまとめた。  
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●約 20,000 タイトル（契約分 10,000 タイトルを含む）以上の電子ジャ

ーナル，約 9,000 の電子図書を提供している。  

●電子的資料の学内の需要動向について調査を行うため，JSTOR，Wiley 

Online Library のトライアル（無料試行サービス）を実施した

（JSTOR 実施期間：６月８日～８月 15 日，アクセス数：5,836，Wiley 

実施期間：10 月 15 日～１月 14 日，アクセス数：25,460）。JSTOR に

ついてはトライアルのアクセス数をもとに，コレクションの追加計画

の変更を行った。  

●平成 24 年度から３年間の電子ジャーナルバックファイル及び電子ブ

ック整備計画を策定し，平成 24 年度，エルゼビア eBook の４分野コ

レクション，IMechE 電子ジャーナルバックファイルを導入し，JSTOR

については人文社会科学系分野を中心に８分野コレクションの追加

を行った。 

 

【69-6】館内の施設・設備を増強し，

図書館サービスやセキュリティの

強化を図る。 

Ⅲ ●セキュリティ強化のため，入館ゲートの追加設置を行った。また，サ

ービス向上に資するため，アンケートを実施した（回答数 295 件）。

このアンケートや学勢調査の結果をもとに館内環境の改善に努めた

（ブックトラックキャスターの静音タイプへの交換，入館ゲート追加

設置，Web ページデザイン改善等）。特に要望が多かった開館時間の

延長と学修環境の向上を図るラーニングコモンズについて図書館委

員会で意見交換を行った。 

 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  

 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 
 ② 安全管理に関する目標 

 
中
期
目
標 

○ 安全管理の更なる充実を図る。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【70】危険・有害物質（化学物質，高圧ガ

ス，廃棄物等）の適正管理を強化・改善

【70-1】安全点検を実施して研究

室等の危険・有害物質の管理状況

Ⅲ ●全学学緊急安全点検を実施した。次の４点を重点実施項目とし，危険

物等の管理状況を確認した。  
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する。 を確認し，必要に応じて改善す

る。 

１．火災の火源となる恐れのある電気設備・器具の点検と不良器具の

使用停止・廃棄  

２．可燃物・危険物の適切な保管と実験室等における保有量の最小化  

３．１及び２の点を考慮したリスクアセスメントの実施  

４．万一に備えての適切な消火器・消火砂・消火クロスの設置，使用

方法の習熟及び緊急連絡方法の周知徹底  

点検は当該研究室責任者と研究室以外の第３者が立ち会って行うこ

ととし，全学 1,786 か所で実施した。点検結果と改善（予定）について

は，専攻長等の防火責任者が内容を確認を行い，各部局の最終責任者で

ある各部局長等が取りまとめたものについて報告を受けた。 

 

【70-2】化学物質管理支援システ

ムや作業環境測定結果等を活用

し，危険・有害物質の適正使用を

強化する。 

Ⅲ ●化学物質管理支援システムのデータから，有害な化学物質等の使用量

の多い研究室を抽出し，作業環境測定や使用量の抑制等を総合安全管

理センターからメール・電話等により個別に依頼実施した。具体的に

は化学物質の使用量と廃棄物回収量の管理精度の向上に努め，物質ご

との廃棄物回収率をもとめた。その結果，回収率の低い研究室に対し

ては適正管理をするように個別指導した。  

●作業環境測定を実施した結果，問題がある研究室について，危険有害

物質の使用量の抑制や，局所排気装置の使用等，適正使用を行う改善

方策を策定・実施した上で，再検査を行いその効果を確認した。 

 

 

【70-3】各種講習会，e-ラーニン

グ等を実施して，危険・有害物質

の適正管理について啓発活動を

行う。 

Ⅲ ●啓発活動として，下記の講習会等を実施した。  

・安全衛生講習会（年４回）   

・特殊材料ガス講習会 （年２回）  

・環境月間講演会   

・健康衛生週間講演会（初の実施，平成 25 年度以降継続予定）  

・特別安全講習会（初の実施，継続予定なし）  

・部局における安全衛生関連講習会（多数）   

・e-ラーニング   

・健康・安全手帳の改訂・配布（日本語配布数 冊子：700 部，CD-ROM：

3,900 枚，大学オフィシャルホームページ掲載（和英） 

・環境報告書の作成・配布（冊子：500 部，ダイジェスト版 4,000 部） 

 

 

【71】キャンパスにおける防犯・防災対策

に係る施策を強化・改善するとともに，

大規模災害・疾病流行への対策を講じ

【71-1】キャンパスの危険箇所を

確認し，整備を行う。 

Ⅲ ●全学において夏季期間に安全管理点検を実施し，研究室，実験室の危

険個所，建物周辺や道路等の状況を調査した。その結果について，各

部局の安全衛生委員会等で検討し，対応できるものについて改善策を
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る。 実施するとともに，全学的な対応が必要であり，危険度が高いものに

ついて報告を受けた。 

●危険度，緊急度等を考慮し，優先順位（４段階）を付け，改修等を実

施した。 

 

【71-2】防災管理定期点検・防災

訓練を実施し，防災安全対策を

強化する。 

Ⅲ ●理事・副学長が就任していた総合安全管理センター長の職を学長が指

名する副学長が就任するよう規定を改正し，機動的な体制とすること

により防災安全対策を強化した。                 

●防災管理定期点検を実施した。実施結果については，大岡山・すずか

け台キャンパスとも「適」の評価を受けた。点検の際に受けた，什器

の転倒防止等，細かなアドバイスについて改善を行った。  

●平成 24 年度実施した防災訓練について，実際の発災時を意識して事

前及び訓練時に以下の改善等を行い，安全対策強化策とした。  

・東日本大震災を受け，避難場所及び避難経路の見直しを各部局等で行

い，訓練の際に実施した。  

・実際に近い状況を想定し，防火扉を閉じての訓練や停電時における自

動ドアの電源を切っておく等の訓練を実施した。  

・学生が運営側に加わることにより学生の視点での避難行動が行えるよ

う，学生ボランティアグループが運営に参加した。  

・震災以降，各部局においてヘルメットの配備を進めた結果，学生を含

め全ての参加者がヘルメットを着装できた。  

●東日本大震災を受け，防災マニュアルの冊子版を作成し，大学オフィ

シャルホームページに掲載した。地震対応ポケットマニュアル（和・

英版）を作成し，４月入学時に配布した。 

 

 

【71-3】キャンパスにおける防犯

対策などの危機管理対策を実施

する。 

Ⅲ ●危機管理体制を強化するために，４月に学長直属の危機管理室を設置

した。危機管理室は，学長の指揮の下に危機管理に係る総合調整，情

報収集・分析及び外部への情報提供等に当たることとしており，危機

管理室長は理事・副学長が務めた。  

●危機管理対策の一環として，計画的にキャンパス全体の建物入退館シ

ステムの拡充を図っており，平成 24 年度においても大岡山，すずか

け台両地区で導入を進めた。 

●キャンパスの防犯上問題がある施設・箇所については，全学の安全点

検の際に確認を行い，順次整備（街灯等の増設，扉等の改修，門扉の

設置，掲示板の設置等）を行った。  

●新たに特任教授（内科医）を採用し，疾病流行への危機管理対策を特

 

東京工業大学

45



任教授を中心に検討した。その結果，感染症報告に関する学内の基本

的なルールを取り決め，運用を開始した。  

●「女性のための防犯・護身術セミナー」を実施した。 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  

 

 

 

Ⅰ 業務運営・財務内容等の状況 
(4) その他業務運営に関する重要目標 
 ③ 法令遵守に関する目標 

 
中
期
目
標 

○ コンプライアンスを定着させ，法人運営の透明性を向上させる。 

 

中期計画 年度計画 
進捗
状況 判断理由（計画の実施状況等） ｳｪｲﾄ 

【72】コンプライアンス体制を充実すると

ともに，教職員にコンプライアンス意識

を徹底する。 

【72-1】教育研究資金不正防止計

画を実施するとともに，見直しを

順次行う。 

Ⅲ ●教育研究資金不正防止計画に従い，平成 24 年度は以下を実施した。  

【組織体制の強化】  

・「国立大学法人東京工業大学における教育研究資金の予算執行の責任に

関する規程」において，予算責任者（部局長），予算詳細責任者及び予

算詳細執行補助者の責任を明確化し，その役割の強化を図った。予算

責任者（部局長），予算詳細責任者及び予算詳細執行補助者の責任と役

割について研究費使用ハンドブックに分かりやすく図示し，周知を図

った。  

【運営・管理基盤の整備】  

・教育研究資金の適正な執行に向けた「研究費使用ハンドブック」及び

「研究費の適正な使い方」を作成し，教職員に配布するとともに，大

学オフィシャルホームページに掲載し（http://mado.rpd.titech.ac 

.jp/cat4/）， 説明会等において活用した。  

・会計検査院決算検査報告等による指摘事項等の情報の積極的周知や不

正経理問題の情報共有として，物品等請求システムに掲載し（日常書

面監査状況），また，定期監査実施結果（会計経理関係）を部局へ周知

する等，指摘事項等を注意喚起した。  

【不正の要因の把握，分析と計画管理】  

・他大学等で起こった不正経理問題の検証（調査・必要な対応）を行う
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ため，事例を収集した。  

【教育研究資金の適正な運営・管理活動】  

・取引にあたり「誓約書」の提出を義務付けるため，調達に関する本学

の基本方針を策定・公表し，取引にあたり，業者に対し「誓約書」の

提出を義務付けた。  

・検収センターを整備・充実するため，大岡山地区では統廃合により１

か所減らし，すずかけ台地区は１か所増やした。  

・検収体制の充実のため，平成 25 年１月からは全品検収を実施した。  

●研究活動の不正行為や研究費の不正使用の防止について以下の説明会

等を行い教職員に周知した。  

・科研費説明会 

・FD 研修 

・会計事務に関する勉強会 

・部局長評議員研修 

●会計検査院の決算監査報告において指摘のあった「個人宛て寄附金を

受けた場合の取扱い」について，寄附金規則の教員等への電子メール

による周知回数を年１回から年４回に変更した。また，採択者からの

採択の申し出があった場合には，同一の研究助成金において本学採択

者が他にいないかを必ず確認し，手続き漏れのないよう注意喚起を行

った。  

●平成 23 年度に文部科学省競争的資金調整室より実施依頼のあった公

的研究費の不適切な経理調査において，当該事案を報告した機関に対

し，ガイドライン等の実施に関する履行状況調査，面接調査が行われ，

本学の不正防止計画への取組みを報告した。 

●文部科学省競争的資金調整室から平成 22 年度より作成依頼のある体

制整備等自己評価チェックリストについて，本学の公的研究費の不正

防止に係る体制整備の現状を確認し作成した。 

 

【72-2】モニタリング体制の構築

の策定案を実施し，充実・強化す

る。 

Ⅲ ●内部監査室員を専任化し，事務局の「部」に属さない専任職員が監査

することにより，監査の公正性がより確保され，不正リスクを考慮し

た適正な監査の実施等，監査の高度化を図り，指摘事項の学内周知を

四半期ごとに行い不正の再発防止を促す等の監査体制の強化を図っ

た。   

●平成 24 年７月にコンプライアンス担当専門職を配置し，コンプライア

ンス総括理事・副学長及びコンプライアンス担当副学長とコンプライ

アンス室の連携を強化した。それにより，不正防止計画の進捗状況の
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把握や軌道修正を早期に行い，「部」をまたぐ不正防止計画の連絡調整

やコンプライアンス室と内部監査室との連携等，コンプライアンス室

の運営体制の充実・強化に取り組んだ。 

 

【72-3】相談窓口の整備・周知な

どを通じて，大学構成員のコンプ

ライアンス意識の高揚を図る。 

Ⅲ ●大学運営に関する意見についての窓口として新たに「学長ご意見箱」

及び「監事への情報提供窓口」を設置し，学内諸会議，大学オフィシ

ャルホームページ及び全教職員宛のメールニュースにおいて周知を行

った。  

●コンプライアンスについてのパンフレット「コンプライアンス推進の

ために」を作成し，部局長等会議で周知した。このパンフレットでは，

「コンプライアンスの基本」「責任ある研究活動と適正な研究費使用」

「情報倫理と情報セキュリティ」「ハラスメントの防止と対応」「学内

ルール」について分かりやすく解説した。また，コンプライアンス意

識の高揚を図るとともに，疑義がある時の相談先として，学内の通報・

相談窓口一覧を記載した。  

●公的研究費等の不正使用等に関する通報窓口について科研費説明会，

FD 研修会，会計事務勉強会において周知した。 

 

 

 ウェイト小計  

ウェイト総計  
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(4) その他業務運営に関する重要事項に関する特記事項等 

１．特記事項 

○コンプライアンス 

 ①体制の強化 （(1)と重複） 

学長は，教育研究資金の管理・監査体制の一層の強化のため，新たに，安全・コ

ンプライアンス担当の副学長及びコンプライアンス担当専門職を置いた。また，コ

ンプライアンス室と企画・人事担当理事・副学長の下にある内部監査室と連携し，

不正防止計画を実行した。 

 

 ②「教育研究資金不正防止計画」の推進 

平成 24 年６月の「教育研究資金不正防止対策検討委員会」最終報告を踏まえ，直

ちに実施すべき事項について，以下のとおり取り組んだ。 

・教職員に不正防止計画を周知するとともに，新任教員研修会，科研費説明会及び

会計事務に関する勉強会等において，責任ある研究活動や適正な研究費使用につ

いて説明する等，不正防止計画を実行に移した。 

・平成 24 年 10 月に発足した新執行部の企画により，部局長及び評議員を対象とし

た部局長等研修を実施し，責任ある研究活動を進めるための本学の体制及び教育

研究資金に対する責任体制について，研修を実施した。 

・基本的な会計手続きやルールを知らないために起こりうる事案の発生を防止する

ために，「研究費使用ハンドブック」を作成し，全ての教職員に配布，周知徹底を

行った。 

 

○監査 

 ①体制の強化（(1)と重複） 

事務局の「部」等には属さない独立した組織として，新たに監査事務室（４名の

職員を配置）を設置し，公平で統一的な監査体制を確立した。この監査事務室の設

置に伴い，併任職員を内部監査室の室員に充てる従来の体制を見直し，年間を通じ

専任職員による監査を実施した。その結果を四半期ごとに部局長等会議で報告し，

見受けられた指摘事項等を速やかに運営改善に活用できる体制として，再発防止を

促す等，監査体制の充実と強化を図った。 

 

 ②会計経理の適切な処理に関する取組 

・会計処理を適切に行っていることを監事が確認することを目的として，随意契約

等，競争入札によらない契約や会計・決算の実績と予算対比等，定期的に報告を

行った。 

・不正発生リスクを考慮した監査対象の抽出，監査結果を定期的に部局長等会議や

電子メールで周知する等，早期の学内周知と不正の再発防止の周知徹底を行った。 

 

○危機管理 

①体制の強化（(1)と重複） 

 全学的なリスク管理体制の強化を図るため，新たに危機管理室の設置及び危機管

理担当理事・副学長を指名した。また，危機管理担当の専門職を配置し，危機管理

に係る総合調整，情報収集・分析及び外部への適切な情報発信を強化した。 

 

②情報セキュリティ体制の整備（(1)と重複） 

本学における情報セキュリティの維持及び向上に恒常的に取り組むとともに，危

機管理対応を行う体制を整備するため，情報セキュリティ委員会の下に情報セキュ

リティ監査・危機管理専門委員会を設置した。これにより，情報資産の侵害又はセ

キュリティに関する事案の発生時に迅速かつ円滑に対応する体制を強化した。 

 

③地震発生時の対応徹底 

・地震発生時の対応について徹底を図るために作成した教職員向け「地震対応マニ

ュアル」を全研究室及び事務局に，また，学生向けのポケット版「大地震対応マ

ニュアル」（日本語・英語）を，大岡山キャンパス用とすずかけ台キャンパス用の

２種類作成し，全学生に配布した。 

・研究室等の安全衛生管理の向上を図るため，約 400 の研究室及び事務室に対し，

産業医による職場巡視と安全パトロールを実施した。巡視の結果，問題がある点

については指摘を行い，研究室等からその改善状況について報告を受けた。 

 

○安全保障貿易管理 

・大学における安全保障貿易管理業務の重要性から，専門家のサポートが不可欠と

考え，民間企業の経験者２名を国際連携プランナー教員として引き続き雇用した。 

・各キャンパスにおいて説明会を開催し，これまでの処理事例をＱ＆Ａ形式にし，

大学オフィシャルホームページに掲載した。 

 

○スパコン TSUBAME の産業利用の促進 

平成 19 年度より推進している文部科学省先端研究共用促進事業にてスパコン

TSUBAME の産業利用における平成 24 年度の中間評価が行われ，その結果，最高評定

Ａ（優れた事業であり，継続に値する）及び全評価項目で「特に優れている」を獲

得した。 
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○省エネルギーに関する取組の推進 

 省エネルギー活動の推進のため，以下の取組を行った。 

・「省エネコンテスト」を開催した。省エネ技術部門及び省エネアイディア部門に分

け，募集を行い，優れたアイディア４件を選出し，表彰するとともに，それを実

行した。 

・「省エネ活動推進のための電気料金の一部還元（負担）制度」を平成 25 年度より

導入することを決定した。 

 

○施設マネジメントの強化 

・学長のリーダーシップ及び施設マネジメントの強化のため，企画室の下にあった

「施設整備専門班」を学長の下に置く「キャンパス整備計画室」とすることを決

定し，規則の整備を行った。 

・新たに竣工した環境エネルギーイノベーション棟及びすずかけ台 J3 棟への教員等

の移転に伴う移転後のスペース調査を実施し，その結果を踏まえ，学長裁量スペ

ース 2,447 ㎡の確保を行った。 

・田町地区キャンパス・イノベーションセンターに新たに学長裁量スペース 297 ㎡

の確保を行った。 

 

○施設改善と安全確保 

・グリーンマテリアル・イノベーション棟の建設を行った。 

・キャンパス内の点字ブロックを整備した。 

・本館時計塔の耐震改修工事を行った。 

・すずかけ台 G1 棟の耐震改修を行った。 

・南３号館耐震工事を推進した。 

・戸田艇庫の改築整備を行った。 

・耐震性が低い南１号館東側及び芝浦寮の取り壊しを行った。 

・すずかけ台 R3 棟のエレベーターの改修を行った。 

 

○施設設備の活用 

 平成 24 年４月に，本学と産業界がコラボレートし研究プロジェクトを行う産学連

携の新たな拠点として，すずかけ台地区に「東京工業大学レンタルラボ」の稼働を

開始した（計 21 室，延 1,526.9 ㎡を有料で供用。80％が稼働。）。 

 

○東日本大震災への対応 

（直接的な支援） 

・福島原発事故復旧関連研究として，福島第一原子力発電所の周辺の放射性物質の

除染実証に取り組み，除染事業の推進に取り組んだ。 

・福島県南相馬市，郡山市及びその近郊市町村において，放射能汚染測定，被曝防

護，除染に協力した。 

・栃木県益子町の災害復興支援を目的として，東京工業大学博物館において「東工

大で益子焼～知る・ふれる・つかう～」展を開催した。 

（放射線教育に関する取組） 

・体験型放射線説明会を開催した。 

・放射線教育訓練の設備を生かして，駒澤大学の教育訓練，鎌倉高校の生徒に放射

線教育を行った。 

 

 

２．「共通の観点」に係る取組状況 

○法令遵守（コンプライアンス）及び危機管理体制が確保されているか。 

【法令遵守（コンプライアンス）に関する体制及び規程等の整備・運用状況】 

本学におけるコンプライアンスの推進のため，教職員を対象とした分かりやすい

パンフレット「コンプライアンス推進のために」を作成し，部局長等会議で周知し

た。 

このパンフレットの中で，「コンプライアンスの基本」において，コンプライアン

スに係る主な取組み及び推進体制を整理した。また，「責任ある研究活動と適正な研

究費使用」「情報倫理と情報セキュリティ」「ハラスメントの防止と対応」について

も分かりやすく解説している。「学内ルール」については，関係規則等一覧という形

でまとめることで，コンプライアンスに係る規則を整理した。 

さらに，コンプライアンス意識の高揚を図るとともに，疑義がある時の相談先と

して，学内の通報・相談窓口一覧を記載した。 

 

＜公的研究費の不正使用防止＞＜不正防止計画の推進＞ 

文部科学省の「ガイドラインの実施等に関する履行状況調査」に基づき，体制整

備状況及び「不正防止計画」の進捗状況を報告するとともに，部局長等を通して適

正な経理処理を行うことを周知徹底した。 

平成 24 年度においては，基本的な会計手続きやルールを知らないために起こりう

る事案の発生を防止するために，「研究費使用ハンドブック」を教職員に配布し，よ

り活用できるようホームページに掲載し周知徹底した。また，行動規範パンフレッ

ト（日英併記）を作成し，教職員へ周知した。また，責任ある研究活動や適正な研

究費使用について各種研修で説明する等，全学に周知し，教職員の意識の向上を図

った。 

「研究機関における公的研究費の管理・監査ガイドライン」に基づく体制整備等事

項評価を実施した。 
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＜教員等個人に対して寄附された寄附金の取扱いについて＞ 

会計検査院実地検査において，教員等個人宛て寄附金の経理について指摘を受け，

寄附金規則の教員等への電子メールによる周知回数を年１回から年４回にした。ま

た，採択者から採択の申し出があった際には，同一の研究助成金において，他に本

学採択者がいないかを必ず確認を行い，手続漏れがあった際には「寄附金規則」に

基づき本学への寄附手続をとるよう，教員等本人及び部局長への指導を行っている。 

 

＜教育研究資金の管理・監査体制の整備について＞ 

平成 24 年４月にコンプライアンス担当副学長，同年７月にコンプライアンス担当

専門職を配置し，コンプライアンス総括理事・副学長，コンプライアンス担当副学

長及びコンプライアンス室の連携を強化した。これにより，不正防止計画の進捗状

況の把握や軌道修正を早期に行い，「部」をまたぐ不正防止計画の連絡調整やコンプ

ライアンス室と内部監査室との連携等，コンプライアンス室の運営体制の充実・強

化に取り組んだ。 

 

【災害，事件・事故等の危機管理に関する体制及び規程等の整備・運用状況】 

東日本大震災の経験を受けて，全学向けの地震対応マニュアルを作成し，それに

基づき，すずかけ台地区や本部・事務局等，各部局等においても個別マニュアルの

整備を進めた。各マニュアル中には，発災時の連絡・初動体制，対策本部の体制，

災害対応時の行動等を規定するとともに，防災訓練等においてマニュアルに基づく

行動が取れるよう実地訓練を行った。 

また，４月に危機管理室及び当該危機管理室の事務等を担当する専門職（危機管

理担当）を総務部総務課に設置し，危機管理に関する情報収集・分析と対応策等に

関する学長への提言及び外部への適切な情報伝達を行うとともに，全学の共通指針

の改定，学内組織間の情報共有と相互協力の調整に取り組んだ。 
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Ⅱ 予算（人件費見積もりを含む。），収支計画及び資金計画 

※ 財務諸表及び決算報告書を参照 

 

 

 

Ⅲ 短期借入金の限度額 

 

中期計画 年度計画 実績 

１ 短期借入金の限度額 

55 億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により

緊急に必要となる対策費として借り入れすることも想

定される。 

１ 短期借入金の限度額 

 55 億円 

 

２ 想定される理由 

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により

緊急に必要となる対策費として借り入れすることも想

定される。 

短期借入金の実績なし 

 

 

Ⅳ 重要財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

 

中期計画 年度計画 実績 

○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

１．重要な財産を譲渡する計画 

・木崎湖合宿研修所の土地（建物含む）の全部（長野

県大町市大字平 14771-1 他 1,448.16 ㎡）を譲渡す

る。 

・鹿沢合宿研修所の土地（建物含む）の全部（群馬県

吾妻郡嬬恋村大字鎌原字湯の丸山 1053 番 834 号

19,438 ㎡）を譲渡する。 

・猿楽荘の土地（建物含む）の全部（東京都渋谷区猿

楽町 57 番 6 201 ㎡）を譲渡する。 

○ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画 

木崎湖合宿研修所等の土地（建物含む）の処分事業

を実施する。 

・木崎合宿研修所の土地（建物）については，これま

で同様，譲渡に向けて市場調査を行った。平成 24 年

度に入り，本物件について，「購入検討」の問い合わ

せが入ったが，具体的な話には至らなかった。 

 なお，今後は，周辺エリアのみならず，県下の不

動産業者等へ情報を告知する等，引き続き，処分事

業を実施する。 

・鹿沢合宿研修所の土地（建物）については，本物件

進入路が借地のため，借地所有者との書面を取り交

わす等，譲渡に向けての準備を進めた。 

・猿楽荘の土地（建物）については，売却支援業務を

業者に委託し，譲渡に向けて，買い受け希望先の照

会等の市場調査を行った。 

  なお，当該施設については，平成 25 年度売却に向

けて，準備を進めている。 
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Ⅴ 剰余金の使途 

 

中期計画 年度計画 実績 

○ 決算において剰余金が発生した場合は， 

・教育・研究用施設・設備の充実経費 

・重点研究開発業務経費 

・職員教育・福利厚生の充実経費 

・業務の情報化経費 

・広報の充実経費 

・海外交流事業の充実経費 

・国際会議開催経費 

・産学連携の充実経費 

・教育・学生支援充実経費 

・環境保全経費 

・地域貢献経費 

に充てる。 

○ 決算において剰余金が発生した場合は， 

・教育・研究用施設・設備の充実経費 

・重点研究開発業務経費 

・職員教育・福利厚生の充実経費 

・業務の情報化経費 

・広報の充実経費 

・海外交流事業の充実経費 

・国際会議開催経費 

・産学連携の充実経費 

・教育・学生支援充実経費 

・環境保全経費 

・地域貢献経費 

・PFI 事業の充実経費 

に充てる。 

                             （単位：千円） 

・教育・研究用施設・設備の充実経費    218,800 
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Ⅵ その他  １ 施設・設備に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実績 

 

施設・設備の内容 
予定額 
(百万円) 

財源 

・すずかけ台 J3 棟整備等

事業（PFI） 

・学術国際情報センター

改修 

・総合研究棟改修 

（精研・像情報系） 

・小規模改修 

総額 

  4,717 

・施設整備費補助金 

（3,112 百万円）

・大学資金 

（1,215 百万円）

・国立大学財務･経営セ

ンター施設費交付金

（  390 百万円）

（注１）施設・設備の内容，金額については見込みであり，

中期目標を達成するために必要な業務の実施状況等を勘

案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施設・設

備の改修等が追加されることもある。 

（注２）小規模改修について 22 年度以降は 21 年度同額とし

て試算している。 

  なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助

金，国立大学財務・経営センター施設費交付金，長期借入

金，大学資金については，事業の進展等により所要額の変

動が予想されるため，具体的な額については，各事業年度

の予算編成課程等において決定される。 

 

施設・設備の内容 
予定額
(百万円)

財源 

・すずかけ台Ｊ３棟整備

事等事業（PFI） 

・（大岡山）総合研究棟改

修（理工学系） 

・（すずかけ台）総合研究

棟改修（環境学系） 

・（大岡山）総合研究棟改

修（理工学系本館） 

・（大岡山）グリーンマテ

リアル・イノベーショ

ン拠点施設 

・（大岡山）教育研究体制

整備事業（環境エネル

ギーイノベーション

棟） 

・教育・研究用施設・設

備の充実（キャンパ

ス・イノベーションセ

ンター東京購入） 

・小規模改修 

総額 

4,068

・施設整備費補助金 

(3,623 百万円) 

・大学資金 (63 百万円)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・目的積立金 

 （219 百万円）

・大学資金 （95 百万円）

 

・国立大学財務・経営セ

ンター施設費交付金 

（68 百万円）

（注）金額は見込みであり，上記のほか，業務の実施状況等

を勘案した施設・設備の整備や，老朽度合い等を勘案した

施設・設備の改修等が追加されることもあり得る。 

 

施設・設備の内容 
予定額
(百万円)

財源 

・すずかけ台Ｊ３棟整備

事等事業（PFI） 

・（大岡山）総合研究棟改

修（理工学系） 

・（すずかけ台）総合研究

棟改修（環境学系） 

・（大岡山）総合研究棟改

修（理工学系本館） 

・（大岡山）グリーンマテ

リアル・イノベーショ

ン拠点施設 

・（大岡山）教育研究体制

整備事業（環境エネル

ギーイノベーション

棟） 

・（戸田）艇庫新営 

・小規模改修 

総額 

1,897

・施設整備費補助金 

（1,618 百万円） 

・大学資金 

（211 百万円） 

・国立大学財務・経営セ

ンター施設費交付金 

（68 百万円） 

 

 

○ 計画の実施状況等 

・グリーンマテリアル・イノベーション拠点施設にあっては，近隣住民から工事騒

音に対するクレームがあったことから，計画変更を行う必要が生じたため，施設

整備費補助金を平成 25 年度へ繰り越すこととした。 

・（大岡山）総合研究棟改修（理工学系本館）にあっては，土壌汚染対策法に基づく

土壌汚染調査を行ったところ基準値を超過する鉛が検出されたことから，調査・

分析及び東京都との協議等のため不測の期間を要することとなり，施設整備費補

助金を平成 25 年度へ繰り越すこととした。 

・（大岡山）総合研究棟改修（理工学系）にあっては，設計段階において改修建物が

東京電力送電線に接近していることこから東京電力との協議等により，当初計画

していた仮設計画（外部足場，荷揚設備）を見直す必要が生じたため，施設整備

費補助金を平成 25 年度へ繰り越すこととした。 
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Ⅶ その他  ２ 人事に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実績 

○ 人事に関する基本方針 

(1)共通 

・各教職員の適正な評価を実施し，評価結果のフィー

ドバック及びインセンティブ付与により，活動意欲

の向上や業務の取組改善に繋げる。 

○ 人事に関する基本方針 

(1)共通 

・各教職員の適正な評価を実施し，評価結果のフィー

ドバック及びインセンティブ付与により，活動意欲

の向上や業務の取組改善に繋げる。 

「(3) 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

に関する目標」P.30 参照（中期計画【60】） 

 

 

(2)教員 

・優秀な教員を世界的視野で確保するとともに，教員

構成を多様化するための方策を実施する。 

(2)教員 

・優秀な教員を世界的視野で確保するとともに，教員

構成を多様化するための方策を実施する。 

「(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標」 

P.13 参照（中期計画【45】） 

(3)事務職員・技術職員 

・大学が求める事務職員像に見合った人材獲得方策を

策定し，それに基づいた採用を行う。 

(3)事務職員・技術職員 

・大学が求める事務職員像に見合った人材獲得方策を

策定し，それに基づいた採用を行う。 

「(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標」 

P.17 参照（中期計画【50】） 

・事務職員等の能力向上と次代の大学経営に対応する

トータルキャリア形成プランを策定し，SD（Staff 

Development）研修等を展開する。 

・事務職員等の能力向上と次代の大学経営に対応する

トータルキャリア形成プランを策定し，SD（Staff 

Development）研修等を展開する。 

「(1) 業務運営の改善及び効率化に関する目標」 

P.17 参照（中期計画【51】） 
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Ⅷ その他  ３ 災害復旧に関する計画 

 

中期計画 年度計画 実績 

 

 

― 

 

 

 

 

― 
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○　別表１（学部の学科、研究科の専攻等の定員未充足の状況について）

収容定員 収容数 定員充足率 収容定員 収容数 定員充足率

(a) (b) (b)/(a)×100  土木工学専攻 54 63 116.7

(学 部） (人) (人) （％）  建築学専攻 72 95 131.9

理学部  数学科 75 102 136.0  国際開発工学専攻 52 68 130.8
物理学科 162 203 125.3 原子核工学専攻 52 57 109.6
化学科 111 126 113.5 合計 1,328 1,543 116.2
情報科学科 102 124 121.6 生命理工学研究科 分子生命科学専攻 58 61 105.2
地球惑星科学科 105 111 105.7 生体システム専攻 52 47 90.4
第１類 185 209 113.0 生命情報専攻 62 57 91.9

合計 740 875 118.2 生物プロセス専攻 60 61 101.7
工学部 金属工学科 99 115 116.2 生体分子機能工学専攻 60 59 98.3

有機材料工学科 60 73 121.7 合計 292 285 97.6
無機材料工学科 90 104 115.6 総合理工学研究科 物質科学創造専攻 88 96 109.1
化学工学科 210 244 116.2 物質電子化学専攻 96 105 109.4
高分子工学科 90 105 116.7 材料物理科学専攻 86 95 110.5
機械科学科 156 174 111.5 環境理工学創造専攻 80 86 107.5
機械知能システム学科 120 128 106.7 人間環境システム専攻 88 104 118.2
機械宇宙学科 120 136 113.3 創造エネルギー専攻 82 89 108.5
制御システム工学科 129 159 123.3 化学環境学専攻 80 84 105.0
経営システム工学科 108 124 114.8 物理電子システム創造専攻 92 98 106.5
電気電子工学科 246 306 124.4 メカノマイクロ工学専攻 62 71 114.5
情報工学科 306 338 110.5 知能システム科学専攻 152 161 105.9
土木工学科 - 2 - 物理情報システム専攻 82 119 145.1
土木・環境工学科 102 106 103.9 合計 988 1,108 112.1
建築学科 135 161 119.3 情報理工学研究科 数理・計算科学専攻 62 64 103.2
社会工学科 108 122 113.0 計算工学専攻 90 96 106.7
開発システム工学科 - 4 - 情報環境学専攻 80 93 116.3
国際開発工学科 120 98 81.7 合計 232 253 109.1
第２～６類 733 789 107.6 社会理工学研究科 人間行動システム専攻 54 53 98.1
（第３年次編入学定員） 40 価値システム専攻 52 50 96.2

経営工学専攻 76 92 121.1
社会工学専攻 66 75 113.6

合計 2,972 3,288 110.6 合計 248 270 108.9
生命理工学部 生命科学科 225 217 96.4 修士課程　計 3,088 3,459 112.0

生命工学科 225 261 116.0 (博士後期課程） 数学専攻 24 22 91.7
第７類 150 162 108.0 理工学研究科 基礎物理学専攻 24 26 108.3
（第３年次編入学定員） 20 物性物理学専攻 36 19 52.8

合計 620 640 103.2 化学専攻 36 55 152.8
学士課程　計 4,332 4,803 110.9  地球惑星科学専攻 21 32 152.4

(修士課程） 数学専攻 44 46 104.5 物質科学専攻 30 17 56.7
理工学研究科 基礎物理学専攻 46 53 115.2 材料工学専攻 39 31 79.5

物性物理学専攻 70 65 92.9 有機・高分子物質専攻 45 58 128.9
化学専攻 82 85 103.7 応用化学専攻 21 14 66.7
地球惑星科学専攻 38 33 86.8 化学工学専攻 27 15 55.6
物質科学専攻 64 75 117.2 機械物理工学専攻 36 17 47.2
材料工学専攻 86 105 122.1 機械制御システム専攻 45 31 68.9
有機・高分子物質専攻 102 128 125.5 機械宇宙システム専攻 27 17 63.0
応用化学専攻 54 58 107.4 電気電子工学専攻 36 25 69.4
化学工学専攻 56 64 114.3 電子物理工学専攻 33 44 133.3
機械物理工学専攻 88 104 118.2 集積システム専攻 30 36 120.0
機械制御システム専攻 104 126 121.2 土木工学専攻 24 19 79.2
機械宇宙システム専攻 58 69 119.0 建築学専攻 33 16 48.5
電気電子工学専攻 70 83 118.6 国際開発工学専攻 27 41 151.9
電子物理工学専攻 72 83 115.3 原子核工学専攻 33 39 118.2

 集積システム専攻 64 83 129.7 合計 627 574 91.5

学部の学科、研究科の専攻等名 学部の学科、研究科の専攻等名

*工学部の各学科に含まれ
る

*上記２学科に含まれる
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○　計画の実施状況等
収容定員 収容数 定員充足率

生命理工学研究科 分子生命科学専攻 24 22 91.7
生体システム専攻 24 36 150.0
生命情報専攻 24 27 112.5
生物プロセス専攻 21 24 114.3

 生体分子機能工学専攻 30 29 96.7
合計 123 138 112.2

総合理工学研究科 物質科学創造専攻 66 51 77.3
物質電子化学専攻 60 53 88.3
材料物理科学専攻 57 34 59.6
環境理工学創造専攻 78 55 70.5
人間環境システム専攻 54 42 77.8
創造エネルギー専攻 51 30 58.8
化学環境学専攻 48 41 85.4
物理電子システム創造専攻 69 39 56.5
メカノマイクロ工学専攻 30 19 63.3
知能システム科学専攻 93 103 110.8
物理情報システム専攻 51 70 137.3

合計 657 537 81.7
情報理工学研究科 数理・計算科学専攻 30 25 83.3

計算工学専攻 42 48 114.3
情報環境学専攻 39 26 66.7

合計 111 99 89.2
社会理工学研究科 人間行動システム専攻 33 33 100.0

価値システム専攻 27 41 151.9
経営工学専攻 39 41 105.1
社会工学専攻 33 35 106.1

合計 132 150 113.6
イノベーションマネジ
メント研究科

 イノベーション専攻 30 55 183.3

合計 30 55 183.3
博士後期課程　計 1,680 1,553 92.4

技術経営専攻 80 88 110.0

合計 80 88 110.0
専門職学位課程　計 80 88 110.0

総合計 9,180 9,903 107.9
附属科学技術高等学校 科学・技術科 600 592 -

附属科学技術高等学校　計 600 592 -

学部の学科、研究科の専攻等名 【定員充足率について】
　本学は「広く理工学分野における研究者および教育者，さらには産業界における技術者および経
営者として指導的役割を果たすことのできる，善良・公正かつ世界に通用する人材を育成するこ
と」を使命とし，約130年に渡り優れた人材を輩出するとともに，我が国の発展の原動力である「も
のつくり」を支える理工系総合大学である。
　本学の長期目標である「世界最高の理工系総合大学の実現」に向けて，３学部に25学科，そして
大学院には６研究科に45の専攻を設置している。
　学部教育では，学科を７つの類に分け，入学時には所属学科を決めず類に所属させる「類別入学
制度」による教育を実施している。また，大学院教育では，いくつかの専攻が協力して「大学院特
別教育研究コース」を設置できる制度を設けている。こうした柔軟な教育制度のため，個々の学
科・専攻あるいは個々の学部・研究科というよりは，大学全体として各課程の実施状況を検証する
ことが本学にとっては適切と考えている。
　学士課程，修士課程，専門職学位課程については，全学の定員充足率がそれぞれ110.9％，
112.0％，110.0％であり，各課程における各収容定員を充足している。博士後期課程については，
全学の定員充足率が92.4％であり，収容定員を概ね充足している。

【博士後期課程の定員充足率向上策】
(1)　博士課程教育改革の推進
  国際社会で活躍するリーダーの育成を目指し「グローバルリーダー教育院」，「環境エネルギー
協創教育院」，「情報生命博士教育院」及び「グローバル原子力安全・セキュリティ・エージェン
ト教育院」の４つの学位プログラムを開設し，それぞれ修士課程・博士後期課程を一貫した高度な
人材を養成することにより，博士課程教育改革を推進している。また，博士後期課程と技術経営専
攻（専門職学位課程）に同時に身分を置き，博士と技術経営修士（専門職）の両方の学位取得を目
指す「デュアルディグリープログラム」等を実施している。
(2)　博士後期課程学生への経済的支援
  平成20年４月入学・進学者から，国費外国人留学生等の一部の学生を除き，原則として申請した
博士後期課程学生をRA･TAとして雇用し，その対価を支払うことにより，授業料相当額を支援してお
り，大学全体として充足率を100％に近づける様々な方策を実施している。
(3)　キャリア支援
  プロダクティブリーダー養成機構において，産業界で活躍できる博士後期課程学生やポスドクを
含む若手研究人材の養成や多彩なキャリアパス創出を支援しているほか，アジア人財構想プログラ
ムにより，留学生におけるキャリア支援を行っている。なお，これらの成果を踏まえ，平成25年度
より，「イノベーション人材養成機構」を設置し，全学を挙げた組織的な取組と位置付け実施する
こととしている。

(専門職学位課程）
イノベーションマネジ
メント研究科
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